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はじめに 

 

１９世紀の国際秩序において、海軍は先端の近代

性を象徴する存在であった。海軍を構成している艦

船・海軍士官と兵士・造船と修理施設・海軍組織な

どは、発達した科学技術や近代国家制度のバック・

アップを必要とするものであった。また海軍は、米

国の海軍戦略家であったアルフレッド･マーハン

（Alfred Mahan）が言及しているように、制海権の

掌握如何によって対外的に自国の目的を他国に強要

し、場合によっては地域及び国際秩序の覇権を握る

ことのできる手段としての側面も持っていた１。こ

のような近代科学技術の集約と対外政策の強力な軍

事的手段を意味する近代海軍が、何時から「海国」

日本に形成され始めたのであろうか。そして海軍の

建設は、日本の近代化や対外政策の変遷に何をもた

らしたのだろうか。 

 

日本における近代海軍の起源に関して、先行研究

では明治中期以後をその始発点と考えてきたように

見える。例えば、「西欧世界との接触、技術受容な

どが日本海軍を発展させる条件であった」とする観

点から、日本海軍の成長過程を検討しているエヴァ

ンスとピーティ (David C.Evans and Mark R. 

Peattie)は、その時期的な研究範囲を１８８７年以

後に設定しつつ、それ以前の海軍、特に幕末から明

治初期に建設された海軍は「その目的が戦闘ではな

く輸送のためのもの」であり、決して「近代的な意

味においての海軍」ではなかったと言い切っている

２。 

エヴァンスとピーティのような近代化論者とは異

なって、日本の近代を軍国主義論の立場から批判し

ている井上清も、海軍建設の起源に関しては同様の

見方を示している。井上に言わせれば、幕末期は封

建制の段階であり、封建支配者としての幕府は外患

の可能性に目を閉じたまま、内憂のみを恐れて農兵

制など近代的な軍制改革をおろそかにした。オラン

ダ伝習を通して艦船運用について学んだものの、

「封建制に近代国防海軍を求めることは、とうてい

不可能なこと」であった、と彼は言っている３。 

つまり、日本の海軍建設に関する先行研究におい

て、幕末期は重んじられなかった時期であり、その

時期に幕府と諸藩によって試みられた海軍建設への

様々な試みはその意義があまり評価されなかったの

である。しかし、こうした海軍建設に関する幕末期

のイメージは果たして妥当なものであろうか。ペリ

ー艦隊が来航した翌年の安政元年(１８５４)１２月

に薩摩藩によって建造され、安政２年に幕府に献上

された昇平丸（後の昌平丸）が江戸湾に回航された

際、それに試乗した大槻磐渓は、「四海三檣我一檣、

驚看新造擬西洋、只応直筆伝千載、日本軍艦是濫

觴」の詩句を残している４。「日本軍艦是濫觴」、

即ち、この艦船が日本における近代的軍艦建造の起

源になるだろうと直感した当時の人々の感覚を、歴

史研究の領域で無視することができるだろうか。こ

の艦船の建造を含んで、当時、海軍建設と関わって

いた幕閣の阿部正弘を初め、薩摩藩の島津斉彬、水

戸藩の徳川斉昭、幕府の勝海舟などが力を入れた海

軍建設への様々な取組みが、近代海軍の建設と関係

ないものであったと言い切ることができるだろうか。 

 

そうした関心から本研究は、幕末期において幕府

と諸藩が積極的に推進した海軍建設政策とその成果

に光を当てて、幕末期の海軍建設の様相を明らかに

することを第一の目的とする。ただ本研究は近代日

本海軍史の研究空白を埋めるだけに止まらず、幕末

期に建設された海軍が日本の近代国家への変容や対

外政策の転換に与えた影響を、近代日本政治外交史

の文脈から検討しようとするものである。 

欧米の軍事史学や歴史社会学、そして国際政治学

は、近世以後の西欧世界では数多くの政治単位体が

互いの戦争遂行やそれに備えるための軍隊建設を通

して、官僚及び財政制度を整備し、人的・物的資源

を動員できる近代国家の形成を成し遂げており、そ

うした近代国家体制に基づいてヨーロッパの世界拡

張が可能となったとする見解を提示している５。そ

うであるとすれば、日本における近代海軍建設の試

みは、明治国家の形成及びその対外関係の転換にど

のような影響を及ぼしたのか。こうした疑問を海軍

建設と関連付けて検討する必要があるだろう。つま
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り本研究は、幕末期における海軍建設の様相を再検

討することによって、海軍史の研究空白を埋める傍

ら、近代海軍建設が日本の近代国家への変容とその

対外政策の転換にもたらした影響を検討し、日本の

近代化に関する説明を補いたい。 

 

Ⅰ．幕末期海軍建設の実態：艦船増強の様相を中心に 

 

（１）勝海舟の「船譜」再検討:幕末期「海軍

革命」理解への糸口 

 

勝海舟は、１８８８年に明治政府の海軍省から依

頼を受けて『海軍歴史』を執筆し、その中で幕末期

の幕府及び諸藩の所有した艦船に関する諸資料を記

録した「船譜」を載せている。そこで彼は、幕末期

の幕府や諸藩が保有していた艦船の総数及びその代

価について次のような結果を提示している。 

 

表１:勝海舟の『海軍歴史』に示されている幕末期の艦船統計６ 

 艦船総数 代価 

幕府  ４４隻（軍艦８隻、一般船３６隻） ３３３万６千ドル 

諸藩（２９家） ９４隻 ４４９万１千ドル＋８，１００両 

 

つまり勝海舟は、幕末期において幕府と２９の諸

藩が、合わせて１３８隻の艦船を建造あるいは購入

したと記録している。この記録は今までの明治維新

史や日本海軍史・日本造船史に関する先行研究で定

説として受け止められてきた７。事実、勝海舟の

「船譜」は幕末期に幕府と諸藩で建造あるいは購入

された艦船の船名や所属、艦種とその性能、購入時

期などに関する貴重なデータを提供してくれる一級

の史料であることは確かである。しかし、この「船

譜」は勝海舟自身も認めているように完全なもので

はない８。それゆえ、追加史料の発掘を通して勝海

舟の「船譜」を補い、幕府と諸藩における艦船増強

の正確な実態を明らかにすることが、幕末期に展開

された海軍建設の全容を明らかにする上で、欠かせ

ない作業と考えられる。 

勝海舟の「船譜」を補完してくれる史料として注

目に値するのが、明治初期の軍務官と兵部省の公式

文書が収録されている『明治元年公文類纂』と『明

治二年公文類纂』に載っている「諸藩ヨリ所有艦船

ヲ届出ルモノ」と「諸藩艦船記」である９。『明治

元年公文類纂』の「諸藩ヨリ所有艦船ヲ届出ルモ

ノ」は、明治政府の指示に従って明治元年(１８６

８)の５月から１２月にかけて総計２４藩が各々所

有していた総計５４隻の艦船の寸法・船質・購入時

期などを調べて報告したものである。一方『明治二

年公文類纂』の「諸藩艦船記」は、明治２年(１８

６９)に新設された築地海軍教錬所の要請に従って

兵部省が作成して渡した資料であったと考えられ

る。その中には幕末期及び明治初期の各藩が保有し

ていた総計５７隻の艦船の名称・原名・材質・沿革

などが記録されており、なかんずく幕末期に取得さ

れた艦船は４４隻であると確認される。これらの史

料には、佐幕の立場に回された諸藩の保有艦船に関

する記録が載せられていない限界が見えるが、勝海

舟の『海軍歴史』が書かれた以前の時点で諸藩の海

軍関係者らが作成して新政府に報告した文書であ

り、これらに盛られている内容は、勝海舟の「船

譜」記録をかなり補う価値をもっている。その他、

『佐賀藩海軍史』(１９１８)や『薩藩海軍史』(１

９２６)などの諸藩の海軍史記録とオランダ海軍教

官団が残した記録も、幕末期の艦船に関する有用な

情報を提供してくれる１０。以上の資料らに基づい

て、幕府及び諸藩が近代的艦船建造に踏み出した安

政元年（１８５４）から、幕府が保有艦船を明治政

府に引き渡した明治元年（１８６８）４月までの期

間に、幕府と諸藩が建造あるいは購入によって取得
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した艦船の状況を簡単に表したものが次の表２であ る。 

 

表２：幕府及び諸藩の年度別艦船製造と購入状況（建：建造、購：購入）１１ 

 

 
幕府 諸藩 隻数 

1854年 鳳凰丸(建) 薩摩:伊呂波丸(建)、昌平丸(建)、船名未詳蒸気(建)、 

佐賀:皐月丸(建) 

5 

1855年 ヘダ(建)、君沢型6隻

(建)、観光丸(贈呈) 

薩摩:鳳瑞丸(建->幕府)、大元丸(建->幕府)、雲行丸(建)、万年丸

(建)、承天丸(建)、 土佐:船名未詳(建)  

14 

1856年 韮山型(建)、旭日丸(水

戸、建)、鳳瑞丸(献

納)、大元丸(献納) 

長州:丙辰丸(建)、加賀:有明丸(建)、松山藩:弘済丸(建) 7 

1857年 長崎形(建)、箱館丸

(建)、咸臨丸(購)、瓊

浦形(建) 

佐賀:飛雲丸(購)、船名未詳(建)、田原藩:順応丸(建)、和歌山藩:翔準

丸(建)、阿波:通済丸(建)、大野:大野丸(建) 

 

10 

1858年 君沢型4隻(建)、蟠竜丸

(贈呈)、朝陽丸(購)、

鳳翔丸(購) 

佐賀:電流丸(購)、晨風丸(建)、津藩:神風丸(建)、姫路藩:速鳥丸(建) 11 

1859年 亀田丸(建) 宇和嶋:船名未詳(建)、福井藩:一番丸(建)、姫路藩:金花丸(建)、仙台

藩:開成丸(建) 

5 

1860年 玉浦形3隻(建) 薩摩:天祐丸(購)、長州:庚申丸(建)、土佐: 躍霊丸(安政6年以後、

建)、弘前藩:青森丸(建) 

7 

1861年 千秋丸(購)、健順丸

(購) 

筑前藩:日下丸(購)、荘内藩:竜神丸(建) 4 

1862年 千歳丸(購)、順動丸

(購)、昌光丸(購) 

薩摩:永平丸(購)、長州:壬戌丸(購)、加賀:錫懐丸(購)、尾州:神力丸

(購)、出雲:八雲丸一番(購)、八雲丸二番(購)、筑前:大鵬丸(購)、安

芸:達観丸(購)、阿波:乾元丸(購)、松山藩:快風丸(購) 

13 

1863年 長崎丸一番(購)長崎丸

二番(購)長崎丸(購)恊

鄰丸(購)太平丸(購)翔

鶴丸(購)エリシールラ

ス (購)  

薩摩:白鳳丸(購)、安行丸(購)、青鷹丸(購)、長州:癸亥丸(購) 、土佐:

南海丸(購)、越前:黒竜丸(購)、安芸:震天丸(購)、南部:広運丸(購)、

姫路:神護丸(建)、福山:順風丸(建)  

17 

1864年 神速丸(購)、黒竜丸(越

前献納)、大江丸(購) 

薩摩:平運丸(購)胡蝶丸(購)翔鳳丸(購)乾行丸(購)豊瑞丸(購) 佐賀:甲

子丸(購)、久留米:雄飛丸(購)、紀州:明光丸(購)、肥後:万里丸(購) 

12 

1865年 富士山艦(購)、鶴港丸

(購)、美加保丸(購) 

薩摩:竜田丸(購)開聞丸(購)万年丸(購)三国丸(購)桜島丸(購)、佐賀:凌

風丸(建)、長州:乙丑丸(購)、加賀:李百里(購)、紀州:致遠丸(購)、越

前:富有丸(購)、筑前:環瀛丸(購)船名未詳(購)、小倉:飛竜丸(購) 

16 

1866年 回天丸(購)、竜翔丸

(購)、長鯨丸(購)、奇

捷丸(購)、ケストル

(購)、行速丸(購)、千

歳丸(購)、千代田形

(建)、船名未詳2隻(建) 

 

薩摩:大極丸(購)、佐賀:皐月丸(購)大木丸(購、肥前小城藩)、土佐:胡

蝶丸(購)蜻蛉丸(購)空蝉丸(購)、長州:丙寅丸(購)第2丙寅丸(購)、加

賀:啓明丸(購)、津軽:安済丸(建)、 宇和島:天保禄(購)、 久留米:玄鳥

丸(購)晨風丸(購)翔風丸(購)遼鶴丸(購)神雀丸(購) 、肥後:凌雲丸

(購),奮迅丸(購)、安芸:万年丸(購),豊安丸(購)、松山:小芙蓉丸(購)、

豊浦:満珠丸(購)、大洲加藤:伊呂波丸(購)  

33 

1867年 開陽丸(購)、飛竜丸(小

倉献納)、横須賀丸(建) 

薩摩:春日丸(購)、加賀:駿相丸(購)起業丸(購)、土佐:夕顔丸(購)横笛

丸(購)羽衣丸(購)南海丸(購) 乙女丸(購)、肥後:泰運丸(購)神風丸

(購)、宇和島:開産丸(購)祥瑞丸(購)、久留米:千歳丸(購)、越前:フア

リツタ (購)、淡路:神竜丸(購)、紀州:ネボ-ル(購)、筑前:蒼隼丸

(購)、津:ビテルランデルク(購)  

21 

1868年 甲鉄丸(購)、 摂津丸

(購)、陽春(カツノカ

ミ、購) 

佐賀:孟春丸(購)、長州:第一丁卯(購)華陽丸(捕獲) 

仙台:有功丸(購)、南部藩:飛隼丸(未詳) 

8 

年代未

詳 

先登丸(建)、開運丸(未

詳) 

加賀:松風丸(建)発機丸(購)猶竜丸(購)、柳河藩:船名未詳、薩摩:立田

丸,秋田:福海丸(建)、立花:千別丸(未詳) 

9 

総計 64隻 127隻 191 



 6 

表２を勝海舟の「船譜」と比べてみると、次のよ

うな点が新たに確認される。 

一つは、勝海舟の「船譜」は、幕府と諸藩が何時

までに取得した艦船を対象としているのかという、

時期的範囲が明確ではない。ただ勝海舟がその「船

譜」に含んでいる艦船のうち、陽春(カツノカミ、

幕府)・孟春丸(佐賀)・丁卯丸(長州)・有功丸(仙

台)などが慶応４年（１８６８）の正月頃に取得さ

れていたので、あえて幕府が朝廷に艦船を上納した

明治元年の４月までを基準として「船譜」を再作成

する必要があろう。そうすれば、表２のように、そ

の時期まで他の藩が購入した飛隼丸(南部藩)や華陽

丸(長州)を入れなければならない。 

二つ目は、勝海舟の「船譜」は、幕府を除いて

幕末期に艦船を保有していた諸藩として、尾州・

紀州・越前・出雲・加賀・薩州・仙台・肥後・筑

前・安芸・肥前・小城(肥前分家)・阿波・土佐・

久留米・津・長門・秋田・南部・松山・小倉・姫

路・荘内・津軽・福山・宇和島・松山(板倉)・大

野・大洲の２９藩を挙げているが、それ以外に、

田原藩（順応丸)・和歌山藩(翔準丸)・弘前藩(青

森丸)・豊浦藩(満珠丸)などにも艦船が保有され

ていたことが確認されている。即ち確認できる限

り幕末期には総計３４藩が艦船を保有していたと

いえよう。 

三つ目は、表２からは、勝海舟の「船譜」では見

当たらないものの、幕末期に取得された他の艦船の

名前が、他史料に基づいて確認されている。『公文

類纂』の「諸藩ヨリ所有艦船ヲ届出ルモノ」と「諸

藩艦船記」には、丙辰丸(長州)・空蝉丸(土佐)・満

珠丸(豊浦藩)・起業丸(加賀)・千歳丸(久留米)・神

竜丸(淡路)・翔準丸(和歌山)・千別丸(立花)などが

新たに確認されており､『佐賀藩海軍史』や『薩藩

海軍史』では皐月丸(佐賀、安政元年)・飛雲丸(佐

賀)・伊呂波丸(薩摩)・雲行丸(薩摩)・承天丸(薩

摩)・万年丸(薩摩、安政二年建造)・瓊浦形(幕府)

などが発見されている。そのほかの史料からも、韮

山型(幕府)・開運丸(幕府)・有明丸(加賀)・順応丸

(田原藩)・船名未詳の蒸気船（柳河藩）などの艦船

が見つかる。つまり表２を通して、勝海舟の記録と

は異なって、幕末期の間に幕府は６４隻、３４の諸

藩は１２７隻、幕藩合わせて１９１隻の艦船を取得

していたことが分かる。 

もちろん、この数字は幕末期の時点で幕府と諸藩

が保有していた艦船の総計を表すものではない。幕

府と諸藩は、自ら取得した艦船を再び売却あるいは

相互貸借したり１２、幕府に献納したり１３するなど、

艦船の活発な移動が行われている。更にこれらの艦

船が航海術の未熟さ、あるいは薩英戦争や長州攘夷

戦争のような原因によって沈没したり、焼却された

ケース１４が少なくなかったからである。しかし、

こうした点があったにせよ、表２を通して、勝海舟

の「船譜」で提示されている規模を超えて、幕府と

諸藩がペリー提督の来航以来、非常に積極的な姿勢

で海軍建設に取り組んでおり、その一環として西欧

式艦船の建造と購入が大規模に行われたことが窺わ

れる。 

 

表２に基づいて、①安政年間（１８５４－１８５

９）、②万延～元治年間（１８６０－１８６４）、

③慶応年間（１８６５－１８６８）の三時期に分け

て、各々の時期の艦船増強の特徴を検討してみると

次のような点が確認される。 

 ①安政年間にはペリー提督の来航と大船禁令の解

除（１８５３年９月）以後、造船に踏み出した幕府

(２５隻)と薩摩藩(８隻)、肥前藩(５隻)を皮切りに、

長州藩(１隻)、加賀藩(１隻)、松山藩(１隻)、田原

藩(１隻)、和歌山藩(１隻)、阿波藩(１隻)、大野藩

(１隻)、津藩(１隻)、姫路藩(２隻)、宇和島藩(１

隻)、福井藩(１隻)、仙台藩(１隻)などに建造や購

入を通じて艦船取得が増えている。特に安政３年以

後に長州藩・加賀藩・松山藩・田原藩・和歌山藩・

阿波藩・大野藩・津藩・姫路藩・宇和島藩・福井

藩・仙台藩などに艦船建造が広がっているのが分か

る。これは安政２年(１８５５)に戸田で行われたロ

シアスクーネルの建造に諸藩から藩士や船大工らが

参加したことをきっかけとして、更に同年に、長崎

でオランダ士官による海軍伝習が始まるにつれ、諸

藩で海軍艦船建造に関する関心が高まっていたこと

と対応している。 
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安政年間の初期には、国内建造に頼って艦船取得

がなされてきた。しかし薩摩藩が安政３年(１８５

６)以後、事実上国内建造を取りやめており、佐賀

藩も安政４年(１８５７)以後に飛雲丸と電流丸を購

入しているように、海軍建設に積極的な諸藩を中心

に海外購入による艦船取得が本格化される傾向も現

れ始めていた。 

 ②万延～元治年間には、幕府(１８隻)と薩摩藩

(１０隻)を中心に土佐藩(２隻)、長州藩(３隻)、加

賀藩(１隻)、阿波藩(１隻)、姫路藩(１隻)、越前藩

(１隻)、弘前藩(１隻)、筑前藩(２隻)、荘内藩(１

隻)、尾州藩(１隻)、出雲藩(２隻)、安芸藩(２隻)、

南部藩(１隻)、福山藩(１隻)、紀州藩(１隻)、肥後

藩(１隻)などに艦船取得が拡大しているのが見られ、

とりわけ幕府と薩摩藩の艦船取得が著しく増えてい

る。幕府は文久２年(１８６２)に３隻、文久３年

(１８６３)に７隻、元治元年(１８６４)に３隻など、

毎年３隻以上の艦船を取得している。薩摩も文久３

年(１８６３)の３隻、元治元年(１８６４)の５隻、

そして慶応元年(１８６５)の５隻など急激に艦船を

増強している。幕府と薩摩藩にとって文久３年から

元治元年の間は、大幅な艦船膨張が行われた時期で

あったと言える。その文久～元治年間艦船拡張の背

景に関しては、咸臨丸の太平洋横断以後（１８６０

年）に幕府側に見え始めた海軍建設に関する積極性、

幕府と西南雄藩との割拠政局の台頭、又は１８６３

年薩英戦争以後薩摩が揚げた一藩割拠富強政策の影

響があるように考えられる。 

 万延～元治年間に幕府と諸藩で進められた艦船増

強の趨勢の中で特徴的なものは、国内建造による艦

船取得は格段に減っており、海外購入による艦船増

強が大勢であることである。幕府は取得艦船の１８

隻の中で１４隻を、薩摩藩は取得艦船１０隻全部を

海外購入によって充てている。その他文久年間の土

佐藩・長州藩・加賀藩・阿波藩・越前藩・筑前藩・

尾州藩・出雲藩・安芸藩・南部藩・紀州藩・肥後藩

なども購入によって艦船を取得している１５。万延

～文久年間に幕府と諸藩が購入によって艦船を取得

する、所謂「買船主義」へ転換しているのは、国産

建造による艦船の性能の問題、更に１８５９年の開

港以来、開港場を中心として西欧からの艦船交易が

増加していることと絡んでいると思われる。 

③慶応年間に入ってからは、幕府(１７隻)、薩摩

藩(７隻)、肥前藩(３隻)、土佐藩(８隻)、長州藩

(３隻)、加賀藩(３隻)、久留米藩(６隻)、肥後藩

(４隻)、筑前藩(３隻)、宇和島藩(３隻)などで艦船

取得が行われていた。相変わらず幕府と薩摩藩が積

極的に艦船増強に力を入れている中、土佐藩・久留

米藩・肥後藩・加賀藩などでも艦船増強が目立って

いるのが特徴的である。これは薩長同盟の締結及び

第二次長州戦争を前後して、幕府と薩摩藩を巡って

軍事的危機感が高まりながら、土佐藩や久留米藩な

ど西南諸藩にも軍備拡張の動きが広がっているのを

表している。幕府と諸藩は、以前の時期と同様、海

外購入によって艦船を取得している。幕府が取得艦

船１７隻の中で１３隻を、薩摩藩・長州藩・土佐

藩・久留米藩・加賀藩・肥後藩などは取得艦船の全

部を購入によって取得している。慶応年間は、文久

～元治年間以上に艦船購入競争が激しかった時期で

あった。 

幕末期に推進された艦船取得には最初から幕府が

最も積極的に取り組んでおり、諸藩の中では薩摩・

佐賀・久留米・筑前・肥後・安芸・長州・土佐など

西南雄藩の艦船取得が目立っている。そのほか加

賀・越前・出雲など日本海方面、仙台・南部など北

海方面、紀州・阿波・姫路など摂海方面の藩が一様

に艦船増強に乗り出しているのが見られる１６。こ

の点は、地域によって規模の差はあるとはいえ、艦

船増強が幕末期の日本列島全域の諸藩によって主な

政策的課題として進行されていたことを窺わせる。

要するに幕末期の幕府と３４家の諸藩は、ペリー提

督来航の時点では全くなかった西欧式艦船を王政復

古に至る１５年の間に１９０隻余りまで増強してい

たのである。 
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（２）幕末期艦船増強の軍事的性格：「輸送

部隊論」への批判 

 

 以上の検討を通して、幕末期に幕府と諸藩が１

９０隻余りの艦船を取得したことを確認した。では、

幕府と諸藩が取得した艦船は軍事的にどのような特

性を持っていたのだろうか。この点に関連して先行

研究では、幕末期に幕府と諸藩によって取得された

艦船が主に中古商船であり、それらで構成された部

隊は、「海軍」というよりは「輸送部隊」としての

性格を強く帯びていたと指摘してきた１７。幕末期

に取得された艦船の中では、商船として使われた古

船がかなりの比重を占めていたことは間違いない。

ただ艦船取得を担当した幕府と諸藩の関係者らが、

内外の情勢から「輸送部隊」よりは「海軍」の建設

を目指していたことを念頭に置けば、幕末期の艦船

取得が、「海軍」というよりは「輸送部隊」の役割

をもたらしたとする解釈には疑問を感じざるをえな

い。ここで幕末期に取得された艦船の武装・材質・

動力機関・排水量などの検討を通して、幕末期に増

強された艦船の軍事的性格を明らかにしたい。 

 

次の表３は、表２の作成に用いられた史料に基づ

いて、幕末期に幕府と諸藩が取得した艦船の船形・

材質・排水量、そしてそれに装着された備砲の数を、

可能な限り年代別に示したものである。表３による

と、取得年度が確認される１８１隻の艦船の中で、

動力機関及び材質が確認される艦船は１６４隻、排

水量が確認される艦船は１３０隻余り、そして艦船

に装着された備砲の数が確認される艦船は、調査対

象の中で４６隻に及んでいる。表３に基づいて、➀

安政～万延年間➁文久～元治年間、➂慶応年間の三

時期に分けて各々の時期に取得された艦船の軍事的

性格を探ってみたい。 

 

➀安政年間は幕府で建造された鳳凰丸、薩摩で建

造された伊呂波丸と昌平丸を初めとして、木造帆船

の建造が支配的な傾向になっている。特に安政２年

（１８５５）に行われたヘダ号の建造以後、木造帆

船の建造は各藩に拡散している。幕府、佐賀藩、薩

摩藩等は国産技術に基づいて蒸気船の建造に踏み出

しており、その結果、佐賀藩の皐月丸、薩摩藩の雲

行丸の建造が成し遂げられているが、これらは実用

化の段階には至らなかった試製品であったと見受け

られる。見返りに安政年間の幕府は観光丸・咸臨

丸・朝陽丸、佐賀藩は電流丸など、いずれも木造蒸

気船の購入に乗り出している。 

 

 

 

 

鳳凰丸模型 

〔船の科学館所蔵〕 

 

 

 

 

昇平丸御軍艦 

〔松平文庫（松平宗紀氏所蔵・福井県立図書館保管）〕 
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観光丸模型 

〔船の科学館所蔵〕 

 

 

 
咸臨丸模型 

〔船の科学館所蔵〕 

 

 排水量に関しては、その測定の基準や測定方法が

標準化されていなかったため１８、正確な資料を得

にくい側面がある。しかし表３からは、安政年間に

幕府と諸藩で建造あるいは購入されたほとんどの艦

船が２００トンから５００トンまでの小形艦船であ

ったことが分かる。例えば、万延元年に遣米使節団

を乗り組ませて太平洋を横断している咸臨丸が２５

０トンないし３５０トン程度、文久年間に小笠原島

の開拓に派遣されている朝陽丸も同級の艦船であっ

た。 

 安政年間に取得された艦船は、ペリー艦隊の来航

以来、それに対する警戒感から阿部幕閣の政策主導

によって取得されたものであり、ある程度の武装を

据え付けることが求められた。それ故、幕府が建造

した鳳凰丸を皮切りに、薩摩の昌平丸・万年丸・承

天丸、そして薩摩が建造して幕府に献上した鳳瑞丸

と大元丸、長州が建造した丙辰丸などに火砲が装着

されていた。これらの艦船に装着された火砲は、そ

の当時反射炉を設けたばかりの佐賀藩、そしてそれ

までは在来式鉄砲技術に頼っていた薩摩で製作され

た鉄製砲が供給されていたと考えられる１９。幕府

が購入した観光丸・咸臨丸・朝陽丸、そして佐賀藩

が購入した電流丸などにも共通して６門ないし１２

門までの備砲が装着されていた。すなわち安政年間

の幕府と諸藩は、造船産業及び兵器産業の未熟にも

かかわらず、可能な技術を用いて取得した艦船の武

装化に力を入れていたのである。 

 

 

 

表３:幕末期における幕府及び諸藩の取得艦船の動力機関・材質・排水量・備砲 

 幕府取得艦船 

（排水量：石またはt、備砲数：門、材

質：木造帆船・木造蒸気・鉄材蒸気） 

諸藩取得艦船 

（排水量：石またはt、備砲数：門、材質：木造帆船・

木造蒸気・鉄材蒸気） 

確認艦

船 / 總

艦船 

1854 鳳凰丸(1400石,8門、木造帆船) 伊呂波丸（木帆）、昌平丸(16門、木帆)、皐月丸（木

蒸） 

4/5 

 

1855 ヘだ（木帆）、君沢型6隻(70-100t、木

帆)、観光丸（400t,6門、木造蒸気、外

車) 

鳳瑞丸（木帆）,大元丸（木帆）、承天丸（木帆）、万

年丸(1000t,12門、木帆)、雲行丸（木造蒸気） 

12/14 

 

1856 鳳瑞丸（木帆）、大元丸（木帆）、旭

日丸(6-700t、木帆)、韮山(100t、木

帆) 

有名丸（木帆）,弘済丸（木帆）、丙辰丸 (47t,9門、木

帆) 

7/7 

1857 箱館丸（木帆）、長崎形(50t、木帆)、

咸臨丸(250-350t,12門、木造蒸気、内

車)、瓊浦形（木造蒸気） 

翔準丸（木帆）飛雲丸（木帆）、順応丸（木帆）、通済

丸(80t、木帆)、大野丸(4-500t、木帆) 

9/10 
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1858 君沢型4隻（木帆）、鳳翔丸(340t、木

帆)、蟠竜丸(370t,4-6門、木造蒸気、

内車)、朝陽丸( 250-300t,12門、木造

蒸気、内車) 

晨風丸(50t、木帆)、神風丸（木帆）、速鳥丸(450石、

木帆)、電流丸(300t,10-17門、木造蒸気) 

11/11 

1859 亀田丸（木帆） 一番丸（木帆）、開成丸（木帆）、金花丸(100石、木

帆) 

4/5 

1860  庚申丸(8門、木帆)、青森丸(木帆)、躍霊丸(木帆)、天

祐丸(746t、鉄材蒸気、内車)、 

4/6 

1861 千秋丸(263t、木帆)、健順丸(378t、木

帆) 

日下丸(448t、木帆)、竜t、木帆)、竜神丸（木帆） 4/5 

1862 千歳丸 (256-358t 、木帆 )、順動丸

(405t,1-2門、鉄材蒸気、外車)、昌光

丸(81t、鉄材蒸気、外車) 

 

神力丸(175t、木帆)、達観丸(470t、木帆)、快風丸

(180t、木帆),八雲二(167t,4門、木蒸、内車)、大鵬丸

(777t、木蒸、内車)、乾元丸(1500t、木蒸)、永平丸

(447t、鉄蒸、内車)、八雲一(443t,8門、鉄蒸、内車)、

錫懐丸(250t、鉄蒸、内車)、壬戌丸(448t、鉄蒸、内車) 

13/13 

1863 長崎丸一番(94ｔ、鉄蒸、外車)、長崎

丸二番(341ｔ、鉄蒸、内車)、長崎丸

(138ｔ、木蒸、外車)、恊鄰丸(361t、

木蒸、外車)、太平丸(370ｔ、1－2門、

鉄蒸、外車)、翔鶴丸(350ｔ、木蒸、外

車)、エリシールラス (85ｔ、鉄蒸、内

車) 

白鳳丸(532ｔ、鉄材蒸気、内車)、安行丸(160ｔ、鉄材

蒸気、内車)、青鷹丸(492ｔ、鉄材蒸気、内車)、癸亥丸

(283ｔ、10門、木帆) 、南海丸(412ｔ、鉄材蒸気、内

車)、黒竜丸(476ｔ、2門、木造蒸気、内車)、震天丸

(181ｔ、鉄材蒸気、内車)、広運丸(236ｔ、木帆)、神護

丸(木帆)、順風丸(木帆) 

16/17 

1864 神速丸(250ｔ、木造蒸気、内車)、黒竜

丸(476ｔ、2門、木造蒸気、内車)、大

江丸(609ｔ、1－2門、木造蒸気、内車) 

平運丸(750ｔ、鉄蒸、内車)、胡蝶丸(146ｔ、鉄蒸、外

車)、翔鳳丸(461ｔ、鉄蒸、内車)、乾行丸(164ｔ、6

門、木蒸、内車)、豊瑞丸(300ｔ、鉄蒸、内車)、甲子丸

(500ｔ、8門、鉄蒸、内車)、雄飛丸(250ｔ、鉄蒸、内

車)、明光丸(887ｔ、鉄蒸、内車)、万里丸(600ｔ、4

門、木蒸、内車) 

12/12 

1865 美加保丸(800t,木帆)、鶴港丸(358t、

木帆)、富士山艦(1000t,12門、木造蒸

気、内車) 

富有丸(240t、木帆)、竜田丸(383t、木帆)、致遠丸（木

帆）、凌風丸(1門、木蒸、外車)、乙丑丸(300t、木蒸、

内車)、飛竜丸(590t、木蒸、内車)、李百里(500-541t、

鉄蒸、内車)、開聞丸(684t、鉄蒸、内車)、万年丸

(270t,4門、鉄蒸、内車)、三国丸(200-410t,4門、鉄蒸

内車)、桜島丸(205t,8門、鉄蒸内車)、環瀛丸(454-

554t,6門、鉄蒸内車) 

15/16 

 

1866 千歳丸(323t、木造帆船)、千代田形

(138t,3門、木造蒸気、内車)、回天

(710-1678t,12門、木造蒸気、外車)、

ケストル(161t、木造蒸気、内車)、行

速丸(250t、木造蒸気、外車)、竜翔丸

(66t、鉄材蒸気、内車)、長鯨丸(996-

1461t, 

16門、鉄材蒸気、外車 )、奇捷丸

(517t、鉄材蒸気、内車) 

啓明丸(102-158t、木帆)、大極丸（木帆）、大木丸  

(390t,2門、木帆)、玄鳥丸(107t,2門、木帆)、翔風丸

(140t,2門、木帆)、遼鶴丸(190t、木帆)、安済丸(660

石、木帆)、晨風丸(100t,6門、木蒸、内車)、満珠丸(木

蒸、内車)、丙寅丸(94t、鉄蒸、内車)、凌雲丸(150-

350t,2門、鉄蒸、内車)、奮迅丸(50t、鉄蒸、内車)、万

年丸(270t、鉄蒸、内車)、豊安丸(256-473t、鉄蒸)、蜻

蛉(60t、鉄蒸)、皐月丸(370t,7門、鉄蒸、内車)、胡蝶

丸 (146t、鉄蒸、外車)、神雀丸(鉄蒸、内車)、小芙蓉

(434t、鉄蒸、内車)、伊呂波(160t、鉄蒸、内車)、天保

禄(243t、鉄蒸、内車) 

28/33 

 

1867 開陽丸(2700t,26門、木造蒸気、内

車)、 

飛竜丸(590t、木造蒸気、内車) 

 

 

フアリツタ(383t、木帆)、駿相丸(158t、木帆)、起業丸

(309t、木帆)、泰運丸(384-487t、木帆)、神風丸

(365t、木帆)、横笛(265t、木帆)、羽衣(186t、木帆)、

乙女(386t、木帆)、開産丸(131t、木帆)、春日(1015t,6

門、木蒸、外車)、南海船(140t,4門、木蒸、内車)、千

歳丸 (459t,6門、木蒸)、ピテルランデルク (250t、鉄

蒸、内車)、ネボ-ル(541-600t、鉄蒸、内車)、蒼隼丸

(205t、鉄蒸、外車)、夕顔(659t、鉄蒸、内車)、祥瑞丸

(67t、鉄蒸) 

19/21 

 

1868 摂津丸(920t,8門、木蒸、内車)、甲鉄

(700t,4-6 門、鉄蒸、内車 )、陽春

(530t,6門、鉄蒸、内車) 

孟春(250t,4門、木造蒸気、内車)、丁卯一(236t,4門、

木造蒸気、内車)、有功丸(鉄材蒸気、内車) 

6/8 
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➁万延年間以後、幕府と諸藩は主に購入によって

艦船を取得しようとした。文久～元治年間に購入さ

れた艦船の動力機関や材質をみると、木造帆船から

木造蒸気船、更に鉄材蒸気船の購入へと転換してい

る傾向が著しく現れている２０。幕府が購入した順

動丸・昌光丸・長崎丸一番・恊鄰丸・太平丸(別

称：鯉魚門)・翔鶴丸などが外輪式蒸気船であった

反面、神速丸・大江丸が内車式蒸気船であった。万

延元年(１８６０)以後に活発に艦船購入政策を推進

していた薩摩藩が購入している天祐丸・白鳳丸・安

行丸・青鷹丸がすべて内車式蒸気船であったし、薩

英戦争以後に新たに購入している平運丸・翔鳳丸・

乾行丸・豊瑞丸も内車式蒸気船、胡蝶丸が外輪式蒸

気船であった。蒸気船購入の趨勢は他の藩でも際立

っていた。出雲藩が購入している八雲丸一番と八雲

丸二番が各々内車式蒸気船であり、加賀藩の錫懐丸、

筑前藩の大鵬丸、阿波藩の乾元丸、長州藩の壬戌丸、

越前藩の黒竜丸、安芸藩の震天丸、土佐藩の南海丸、

紀州藩の明光丸、肥後藩の万里丸、肥前藩の甲子丸

がすべて蒸気船であった。安政年間には支配的な艦

船類型であった木造帆船が、万延～文久年間になっ

てからは幕府と諸藩共に木造蒸気船ないし鉄製蒸気

船へ代わっており、蒸気機関の形態も徐々に外輪式

から内車式へと代わっているのが目立つ。万延～文

久年間における幕府と諸藩の艦船購入の形が、西欧

の造船技術の発展形態に対応しているのが窺える。 

 艦船の材質が木造から鉄材へ転換され、動力機関

も内車式蒸気機関が標準化され始まるにつれ、艦船

も大型化していく傾向が現れる。こうした傾向は排

水量の変遷から簡単に読み取れる。幕府が購入した

艦船の中では、文久３年の将軍上洛の際に運用され

た順動丸と大江丸、諸藩の購入艦船の中では、薩摩

藩の天佑丸・永平丸・白鳳丸・青鷹丸を含め、薩英

戦争の後に購入された平運丸と翔鳳丸、長州藩の壬

戌丸、佐賀藩の甲子丸、肥後藩の万里丸、筑前藩の

大鵬丸、紀州藩の明光丸、阿波藩の乾元丸などが４

００トンを超えている。 

 

 しかし文久～元治年間中に幕府が取得した艦船は、

その「重さの膨張」にもかかわらず、意外に武装を

装着していなかった点が目を引く。この点について

は、慶応元年(１８６５)２月、軍艦奉行が老中宛に

報告した「軍艦附運送船順序」のなかでも述べられ

ている。 

 

一、順動丸、二、鯉魚門、（但し本文鯉魚門と申名

目ハ不都合之恐も御座候間、以来太平丸と唱替被仰

渡候様仕度奉存候）、三、大江丸、右三艘ハ是迄御

軍艦名目ニ相成居候得共、素より全く運送船ニて、

御備筒も纔に壱弐挺之上を不出、戦争も難出来、御

軍艦名目ハ相当不仕候ニ付、以来運送船之名目ニ引

直し、運送船順動丸、運送船太平丸、運送船大江丸

と相唱候様取極申候２１  

 

つまり幕府が同期間中に取得した蒸気船である順

動丸・大平丸・大江丸さえ、１門ないし２門しか備

砲がなかったことが認められている。こうした事実

は、同期間中に幕府が取得した艦船が概ね外国商会

が使用した古船であり、戦闘能力が劣っていたとす

る見方を後押しするものでもある２２。他方、同期

間に諸藩が購入した艦船、すなわち薩摩藩の乾行丸、

出雲藩の八雲丸一番と八雲丸二番、越前藩の黒竜丸、

肥後藩の万里丸、肥前藩の甲子丸などは、比較的備

砲を整えていたのが分かる。万延～元治年間に諸藩

が購入した艦船が幕府のそれよりむしろ充実した武

装を誇っていたと言える。 

 

➂慶応年間になると、幕府も諸藩も同様に、蒸気

艦船の購入に持続的に取り組んでいる。同期間中に

幕府は富士山・回天・長鯨丸・奇捷丸・ケストル・

行速丸・開陽丸・飛竜丸等の蒸気船を購入しており、

薩摩藩も開聞丸・万年丸・三国丸・桜島丸・春日丸

などを購入している。他藩の中では特に、土佐藩と

久留米藩が同期間中に蒸気船購入を大幅に増やして

いることが目立っている。土佐藩の場合、慶応年間

だけで胡蝶丸・蜻蛉丸・空蝉丸・夕顔丸・南海船な

どの蒸気船を大挙購入している。これは慶応年間の

土佐藩で進められていた富国強兵・殖産興業政策を

反映していると考えられる。久留米藩は文久～元治

年間に佐賀藩と薩摩藩からの協力を得て、藩士らの
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海軍教育を実施しているが２３、それに基づいて、

慶応年間に入ってから翔風丸などの木造帆船は勿論、

晨風船・神雀丸・千歳丸などの蒸気船を大量に購入

している。その他、長州藩が乙丑丸と丙寅丸を、肥

後藩が凌雲丸と奮迅丸を、安芸藩が万年丸と豊安丸

を、宇和島藩が天保禄と祥瑞丸を、筑前藩が環瀛丸

と蒼隼丸の蒸気船を購入しており、肥前藩は自ら木

製蒸気船の凌風丸を建造し、更に蒸気船の皐月丸を

購入している。また、加賀藩（李百里）・小倉藩

（飛竜丸）・松山藩(小芙蓉丸)・豊浦藩(満珠丸)・

大洲藩(伊呂波丸)・紀州藩(ネボール)・津藩(ピー

テル・ランデルク)も一隻程度の蒸気船を購入して

いる。 

慶応年間に購入された艦船は、それ以前の時期と

比べて、より大型化されていく傾向を見せている。

幕府が購入した奇捷丸・美加保丸・飛竜丸・甲鉄

丸・摂津丸・陽春丸などは排水量５００トンを上回

っており、特に富士山艦・長鯨丸・回天丸・開陽丸

などは１０００トンを超えている。諸藩でも大型艦

船の購入が続けられている。薩摩が購入した開聞丸

と春日丸、久留米藩の千歳丸、加賀藩の李百里、筑

前藩の環瀛丸、紀州藩のネボール、肥前の甲子丸、

土佐の夕顔丸らが５００トンを上回っていた。慶応

年間にも幕府と諸藩の間に大型艦船購入の競争が激

しく繰り広げられていたのである。 

 

これまでに文久～元治年間に幕府が購入した艦船

は、備砲装着の面で諸藩のそれより劣っていること

を探った。それに比べると、慶応年間に幕府が購入

した艦船は、より充実した武装を取り付けている傾

向がある。アメリカに注文した富士山艦は備砲１２

門を装着しており、回天丸は１１門２４、長鯨丸は

大小砲１６門とミニエル銃２０挺、開陽丸は備砲２

６門２５を装着していた。諸藩の購入した艦船の中

では薩摩藩の開聞丸・万年丸・三国丸・桜島丸・春

日丸、土佐藩の南海船、久留米藩の玄鳥丸・翔風

丸・千歳丸・晨風丸、加賀藩の李百里、筑前藩の環

瀛丸、肥前藩の凌風丸と皐月丸、小倉藩の飛竜丸、

小城（分家）藩の大木丸などが、供砲やミニエル銃

などの武装を取り揃えていた。この時期に幕府が取

得した富士山艦・開陽丸・長鯨丸・回天丸などは、

文久年間に注文された艦船ではあるが、その火力は

諸藩のどの艦船より優れていたことが確認される。 

 慶応年間に幕府が取得した艦船が備えていた戦闘

性能の相対的な優越性については、幕府の海軍関係

たちも度々誇っている。例えば江戸軍艦操練所出身

で、文久年間以後幕府の軍艦頭取を歴任している荒

井郁之助は、戊辰戦争の際の開陽丸と回天丸の活動

を回顧しながら、「其後回天丸は品海にありて警衛

の事を勤め戊辰の初め開陽丸が旗艦となりて大坂兵

庫の間にありし頃は品海にありて薩州の蒸気船を追

撃せし位のことにて別に記すべきこともあらざりし。

余が輩品海を脱走するの時に於て開陽丸に亜ぐ軍艦

は回天丸より外にはあらざりし。又諸藩の持船の中

にも回天丸程の軍艦と称すべきものはあらざりしな

り」２６と述べている。即ち、幕末期に幕府と諸藩

が取得した艦船の中で、幕府の回天丸や開陽丸の有

していた戦闘機能を超える艦船は存在していなかっ

たと自負している。以上調べた備砲装着の状況を見

る限り、荒井の回顧談は決して誇張ではなかった。

赤松則良はより進んで、幕府がオランダに発注して

慶応３年(１８６７)に購入している開陽丸(２７０

０トン、備砲２６門)の取得を期して、「茲に日本

の海軍は東洋一の精鋭を加えることになった」２７

と評価している。赤松の評価は、当時の朝鮮や清国

で進められていた近代海軍の増強と日本のそれを比

較してみると、間違っていないことが分かる。 

 

 朝鮮は１８６６年のフランス艦隊の江華島侵入以

来、艦船建造に関心を示し試製品程度の艦船建造に

踏み出してはいたが、１８７０年代初期、大院君の

政治的退場と高宗の親政体制出現と共に軍事的関心

が薄くなった２８。したがって日本の幕末期のよう

な海軍建設が進まなかったことはもちろん、蒸気船

さえ保有し得なかった。また１８６０年代以来の清

国は、西欧式兵器製造と艦船取得に関心を注ぎ始め、

江南機器製造局で蒸気船を建造したり、西欧国家か

ら艦船を輸入したりしていた２９。しかし同時期に

清国で取得した艦船は何れも１０００トンを超えな

かったことから、幕府と諸藩の取得した艦船には匹
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敵できなかったと思われる。したがって幕府の開陽

丸・回天丸・富士山艦、そして薩摩の春日丸などは、

排水量や武装状態からみて、当時の日本国内のみな

らず、清国の保有艦船をも上回る優れた艦船であっ

たと言える。 

 

 以上、幕末期に幕府と諸藩によって取得された艦

船の動力機関やその材質・排水量・備砲の状況など

を分析した。幕府及び諸藩が、一部の先行研究で指

摘されているように、西欧商船会社に属していた中

古の商船や運送船を購入していた事実は認めざるを

得ない。しかし、幕府と諸藩が取得していた艦船が

次第にその軍事的性能を高めていたことも読み取れ

る。西欧世界で展開中であった海軍技術の発達段階

に合わせて、木造艦船から鉄材艦船へ、小形の帆船

から大型蒸気船へ段々変化していたのである。その

結果、慶応年間に至っては、排水量が１０００トン

を超え、備砲も１０門ないし２０門まで装着した艦

船を保有していたことが分かる。こうした艦船取得

の様相を、当時の清国や朝鮮と比べてみると、相当

の格差が存在していたと言える。こうした検討結果

を見る限り、幕末期の日本で進行した海軍建設の過

程は、単に「輸送部隊」を作り出したのではなく、

実質的な戦闘力を保有する軍事手段としての「海

軍」を建設していたと言える。 
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Ⅱ．海軍の建設と近代国家への変容 

 

 幕末期に幕府と諸藩によって推進された海軍建設

の過程は、単に艦船の取得のみならず、その艦船の

運用に必要な海軍士官の養成と海軍官僚制度の整備

を不可避的に伴うものであった。また艦船の取得並

びに海軍制度の建設過程は、幕府と諸藩に新規の財

政支出を求める過程でもあった。したがって幕府と

諸藩は、海軍建設に必要な財政支出に堪えるための

新たな財源の発掘という課題に直面することになっ

た。更に海軍建設の過程は、造船産業のみならず、

艦船に要求される兵器や石炭などの需要を通して関

連産業の発達をもたらした。つまり幕末期における

海軍建設の進展は、同時期に切り開かれた諸産業の

初期の発展と貿易の開始等と密接に結びつけて検討

する余地がある。本節では、海軍革命が日本の近代

国家への変容に及ぼした影響という側面から、幕末

期に展開された教育及び官僚制度の整備、財政支出

の急激な増加、更に貿易や新産業の開拓を各々検討

していきたい。 

 

（１）海軍建設と海軍教育及び海軍官僚制度

の創設 

 

幕末期に洋式帆船や蒸気船のような新しい形態の

艦船が大量に増加するにつれ、幕府と諸藩はこれら

新しい艦船を運用していく専門的な人力が必要とな

ってきた。特に蒸気船の運用には、和船に基づいて

いた既存の船軍とは異なって、蒸気機関の運転・航

海術・測量術・海上砲術などに関する専門的な知識

が、欠かせない前提条件となった。そこで近代的な

海軍を建設しようとする幕府と諸藩にとっては、そ

うした専門知識を備えた海軍士官の養成並びに先端

の知識と技術を教育してくれる海軍教育機関の設立

が不可欠な課題となった３０。 

 

 

表４．幕末期の幕府と諸藩における近代的海軍教育 

 幕藩連合の海軍教育 幕府の海軍教育 諸藩の海軍教育 備考 

1854   蘭学寮(佐賀) 蕃書調所(幕府) 

1855 オランダ長崎海軍伝習  西洋学所(長州)  

1856     

1857  軍艦教授所   

1858   三重津稽古所(佐賀)  

1859 長崎伝習所閉鎖  海軍学寮(佐賀) 

博習堂(長州) 
 

1860    咸臨丸の米国航行 

1861   オランダ別段伝習(佐賀)  

1862  オランダ軍事留学  千歳丸の上海渡航 

1863   海軍留学(長州)  

1864 

 

神戸海軍操練所創立  開成所(薩摩) 

海軍局稽古場(長州) 

藩際間海軍伝習 

 

1865 神戸海軍操練所閉鎖 

 
 一次軍事留学(薩摩) 

三田尻海軍学校(長州) 
 

1866  軍艦教授所―＞海軍所（海軍

学校）へ改称 

富士山艦艦上海軍伝習 

二次軍事留学(薩摩) 

開成館(土佐) 

 

 

1867  英国海軍伝習   
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表４は、幕末期に幕府と諸藩が推進した海軍教育

の実施状況を示している。この表によると、幕末期

の海軍教育は、➀西欧国家の海軍教官団の招聘によ

る海軍伝習、➁幕府と主要藩が自ら創設した近代的

海軍教育機関での教育、そして➂軍事留学など、お

およそ三つの方式によって展開されていたことが分

かる。 

 

➀外国人教官団を招聘して海軍教育を実施した画

期的な契機は、１８５５年から１８５９年までに行

われたオランダ海軍伝習であった。オランダは幕府

との協議に従い、１８５５年と１８５７年の二度に

わたって各々２２名と３７名の海軍教官団を長崎に

派遣しており、これに応じて幕府並びに佐賀・福

岡・熊本・薩摩・長州・土佐・田原・津・福山・掛

川などの諸藩も合計２００名以上の伝習員を派遣し

た３１。５年間をかけて実施された海軍伝習で、オ

ランダ教官団は、オランダ語・算術・物理学と化

学・地理学などの基礎科目以外に、航海術・運用

術・造船学・砲術・船具学・測量学・天測実技の、

実際の艦船運航と海軍建設に必要とされる応用学問、

更に医学・騎兵之術・鼓手訓練・銃砲調練の軍事学

関連科目を教授した。このオランダ海軍伝習を通し

て、幕府と諸藩が西欧式海軍体制の建設及び運用に

必要な専門知識を具備した優秀な海軍士官を多数養

成したことはよく知られている。幕臣の勝麟太郎を

始め、矢田堀景蔵、榎本釜次郎、肥田浜五郎、赤松

則良、佐賀藩士の中牟田倉之助と秀島藤之助、長州

藩の北条源蔵、薩摩藩の五代才助、川村純義、津藩

の柳楢悦らが長崎伝習所出身で、以後彼らが幕府と

諸藩の海軍建設過程に中心的な役割を果たしつつ、

明治政府の成立以後も海軍建設や近代国家への変容

に密接に係わっていった。 

オランダ海軍伝習の終了以後にも、幕府と諸藩は

できるだけオランダとイギリスなど海軍先進国から

の海軍教官を招聘して、専門的な海軍伝習を受けて

いる。文久元年(１８６１)６月、佐賀藩は当時長崎

に滞在中のオランダ１等士官に岡鹿之助、原元一郎、

長崎海軍伝習所絵図 

〔財団法人鍋島報效会所蔵〕 
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島内栄之助、増田左馬之進、中牟田倉之助、真木安

左衛門、沢野虎六郎、秀島転、石丸虎五郎らを派遣

して、軍艦の規則と砲術を伝習させた３２。幕府も

慶応２年(１８６６)１月から同年の４月まで、購入

したばかりの富士山艦の艦上で同艦の乗組員を対象

として、フランス海軍士官４人を招聘して艦上規則

及び大砲運用などの教育を受けさせている。幕府は

更に慶応３年(１８６７)１０月からは、イギリスの

海軍教官団１２人を招聘して生徒８０余名を対象と

して大規模な海軍伝習を始めた。このように幕府と

諸藩が断続的に推進した西欧海軍教官の招聘及び海

軍伝習は、西欧の発達した海軍体制を受容する直接

的な契機となり、近代的な海軍を運営できる専門的

な海軍士官を養成する上で、欠かせない教育の場と

なった。 

 

➁幕府と諸藩は、オランダ海軍伝習を修了した幕

臣と藩士らが習得した海軍知識や技術を生かし、更

に海軍士官を養成する目的をもって次々と海軍教育

機関を設立している。表４に見られる幕府の軍艦教

授所、佐賀藩の海軍学寮、長州藩の博習堂、薩摩藩

の開成所、土佐藩の開成館などがそれである。 

幕府の軍艦教授所はオランダ海軍伝習に参加した

幕臣が帰還するや、彼らの中で優秀な成績を挙げて

いた、佐佐倉桐太郎、鈴藤勇次郎、浜口興右衛門、

岩田平作、山本金次郎、小野友五郎、石井修三らを

教授方として１８５７年に創立されており、引き続

き帰還した優秀な伝習士官を教授方及び教授方手伝

として充員している３３。最初は旗本・御家人及び

その子弟など、幕臣に限って教育を実施したが、万

延年間以後には諸藩からの推薦者も教育生として受

け入れ、オランダ海軍伝習を通して習得した測量及

び算術・造船・蒸気機関・船具運用・帆前調練・海

上砲術・大小砲船打調練・その他、水泳・水馬など

を教えた。 

佐賀藩もオランダ海軍伝習から伝習生が帰還する

や、安政６年(１８５９)、三重津に海軍学寮を設置

した３４。そこには長崎伝習所の出身者である佐野

栄寿左衛門、真木安左衛門、中牟田倉之助、松村浩

蔵、増田孫作らが教官に任じられ、運用術・航海

術・機関術・造船術などの海軍教育を始めた。学生

は藩内にあらかじめ設立されていた蘭学寮の生徒５

０名が選ばれ、伝習に臨んでいる。佐賀藩の場合、

蘭学寮で西欧学問の基礎を学んだ後海軍学寮に進み、

より専門的な海軍教育を受ける海軍教育体系が整え

られ始めたのである。 

佐賀藩三重津海軍所絵図 

〔財団法人鍋島報效会所蔵〕 
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長州藩は、既に西洋学所で歴史・地理・理学・分

析学・数学・度学・天学などの基礎教育に加えて、

野戦造筑術・行軍定則・先鋒隊勤務・小戦術・戦闘

術・将師術などの陸軍関連の軍事学教育を実施して

いたが、安政６年（１８５９）５月以後に戸田亀之

助、梅田虎次郎、栗屋彦太郎、波多野藤兵衛、藤井

百合吉、長嶺豊之助など、オランダ海軍伝習に参加

した伝習員らが帰還するにつれ、西洋学所を博習堂

へ改称し、彼らをして軍艦運用・艦砲射撃・航海算

術など海軍関連教育を付加させている３５。更に長

州藩は、海陸軍の基礎軍事教育機関の性格を持って

いた博習堂での海軍教育に満足せず、長崎伝習所の

出身であった松島剛蔵と北条源蔵らの主導下で、幕

府の軍艦教授所のような、より専門的な海軍学校の

創立を推進し、元治元年(１８６４)４月に山口に海

軍局稽古場を設置した。そして慶応元年(１８６５)

４月にはこれを引き継いだ海軍学校を三田尻に創立

するに至っている。三田尻の海軍学校では、戸田亀

之助、梅田虎次郎、藤井勝之進など、オランダ海軍

伝習出身者らが教授方の主軸となり海軍教育に臨ん

でいる。当初の学生数は４０名で、彼らは３年間に

わたって外国語・軍艦応用術・艦砲術・造艦術・蒸

気術・航海術など海軍専門科目を履修することが求

められた。 

 

 幕府及び諸藩での海軍教育は、元治～慶応年間に

も続けられた。元治元年（１８６４）に幕府は軍艦

奉行勝海舟の主導によって神戸海軍操練所を創立し

ており、同年に薩摩藩では開成所が、そして慶応２

年（１８６６）には土佐藩で開成館が設置され、

各々海軍教育を行っている。  

神戸海軍操練所は、幕府軍艦組の代表的な海軍テ

クノクラートであった肥田浜五郎、佐藤与之助、西

川寸四郎、赤松左京などを教授陣とし、観光丸と黒

竜丸を練習艦として元治元年(１８６４)に創立され

た。教育対象としては、「京阪奈良堺伏見に住居之

御旗本御家人子弟厄介は勿論四国九州中国迄諸家々

来に至る迄有志之者」とし、関西地域の幕臣のみな

らず「四国九州中国」などの藩士らが広範に含まれ

る、正に「一大共有之海局」の教育機関を目指して

いた。その規模は、定員２００人を受容できる程度

あったが、既存の幕府軍艦教授所やその他諸藩の海

軍学校に比べて４～５倍の規模を目論んでいたと考

えられる３６。薩摩藩の開成所では、石川確太郎、

八木(禾+爾)平、上野敬介らの教授陣が、海陸軍砲

術・兵法・操練・築城・天文・地理・数学・測量・

航海・器械・造船・物理・分析医学などの科目を教

育した。海軍学校というよりは、むしろ基礎軍事教

育機関の性格を帯びていたと見られる３７。土佐藩

も慶応２年(１８６６)に設置された開成館に軍艦局

を設けて、そこで寺田小膳、松井周助、由比畦三郎、

鷲尾卓意、宮川外馬之亟らが、蒸気機関学・船具運

用・算術測量学・海軍砲術など、艦船の機械や航海

に関する応用学科を教えていた３８ 

幕府と諸藩の間に割拠政局が展開され始めると、

諸藩の間では、海軍建設に関して既に先進的な水準

に達していた薩摩藩や佐賀藩らが、海軍建設に新規

に踏み出そうとした他藩の海軍教育を支援する、謂

わば「藩際間海軍教育」の様相も現れた。例えば、

オランダ海軍伝習には参加しなかったものの、文久

～慶応年間に大挙艦船を購入している久留米藩は、

元治元年(１８６４)２月に薩摩藩と佐賀藩に各々海

軍教育の支援を要請しており、これに応じて薩摩藩

が、士官の木村宗之丞、水夫頭上の床仲之丞及び機

関士らを、佐賀藩が藩士中牟田倉之助を派遣して、

久留米藩の海軍士官教育を支援している３９。元治

元年(１８６４)５月２１日には、宇和島藩の伊達宗

城が薩摩藩の島津久光に蒸気船運用術などを教授し

てくれる家臣の派遣を依頼している４０。 

 

一方、万延年間以後になると、幕府と諸藩での海

軍士官の養成方式は質的な転換を見せ始めた。幕府

と諸藩は、オランダ海軍伝習や幕府・諸藩の海軍学

校教育を通して養成してきた海軍士官要員らを、開

港以降増え始めた海外への渡航に大挙動員したので

ある。万延元年(１８６０)に行われた咸臨丸の遣米

使節派遣、そして文久２年(１８６２)の千歳丸によ

る上海渡航は、幕府と諸藩の海軍関係者らが遠洋航

行を通して海外の海軍体制を直接見聞する契機とな

っている。 
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咸臨丸の遣米使節団派遣は、その最初の段階で水

野筑後守と永井玄蕃頭によって構想されたように、

新生の幕府海軍に遠洋航行能力を習得させる目的で

行われた４１。オランダ海軍伝習を経て軍艦操練所

で教授方を歴任した、佐佐倉桐太郎、鈴藤勇次郎、

小野友五郎、肥田浜五郎、浜口興右衛門、松岡盤吉、

山本金次郎、伴鉄太郎及び教授方手伝の赤松大三郎、

岡田井蔵、根津欽次郎などが、やはりオランダ海軍

伝習の際に監督を努めた木村摂津守と勝麟太郎の指

揮下に派遣された。アメリカ滞在に際しても彼らは

主に米国海軍の制度や工廠などの施設、そしてアメ

リカ海軍の諸活動を見聞した。こうした訪米経験に

基づいて、彼らは実際の西欧海軍体制に詳しい海軍

士官に成長したのである。 

 

こうした海外渡航と共に、文久年間以後の幕府と

諸藩は、海外留学を通じて海軍学術の習得を試みて

いる。文久２年(１８６２)、幕府はオランダに洋学

関聯の留学生９名と職方６名など、１５名の留学生

を派遣している。幕府最初の海外留学生である彼ら

の中では、内田恒次郎(成章)、榎本釜次郎(武陽)、

沢太郎左衛門(貞説)、赤松大三郎(則良)、田口俊平

(良直)らが軍艦組出身で、海軍研究をその任務とし

ており、職方の中では水夫小頭古川庄八、鋳物師中

島兼吉、船大工上田寅吉、鍛冶大川喜太郎、水夫山

下岩吉など５人が、造船及び海軍建設関連の技術習

得を目的として派遣された４２。 

諸藩も次第に海外留学を通しての西欧海軍体制の

受容に関心を注ぎ始めた。文久３年(１８６３)に長

州が海軍学術習得を目的として、井上聞多、山尾庸

三、野村弥吉、伊藤俊輔、遠藤謹助らをイギリスに

派遣している。薩摩藩も慶応元年(１８６５)に、寺

島宗則と五代才助の引率下に１５名の藩士を欧州に

留学派遣しており、慶応２年(１８６６)にも、吉原

重俊、江夏蘇助、湯池定基、仁礼景範、種子島敬輔

をアメリカに留学生として送っているが、その中で

高見弥一、吉田已次、森有礼、松村淳蔵、東郷愛之

介、町田申四郎、仁礼景範らが、海軍測量術や海軍

機械術など海軍関連の学術研究をその任務として付

与されていた４３。 

前節の分析で、幕府が文久年間以後毎年平均５隻

ないし６隻の艦船を取得しており、諸藩も一、二隻

以上の艦船を持続的に購入していたことを確認した。

幕府と諸藩は、これらの艦船を運用し、海軍建設に

携わっていく適正な海軍士官としての人材が求めら

れたのである４４。そうした熟練した海軍士官の供

給を、上記のような外国教官による海軍伝習、海軍

学校での教育、藩際間海軍教育、あるいは海外留学

が担っていたと考えられる。 

 

一方、洋式帆船や蒸気船を備え、最高級の教育を

履修した海軍士官層が養成され、更に造船施設や海

軍教育施設が整備されると、幕府と主要諸藩は膨大

化していく海軍関連の諸部門を組織化する必要に迫

られた。すなわち官僚制度としての海軍制度を新た

に作り上げる課題が生じたのである。安政４年(１

８５７)５月に長崎奉行荒尾石見守がオランダ士官

らに西欧海軍の階級制度について問い合わせており

４５、その前年の安政３年(１８５６)には、薩摩藩

主島津斉彬が藩士らにイギリス海軍制度や組織の調

査を指示していること４６からみて、幕府と薩摩藩

では、既に西欧海軍制度の受容に対する関心が芽生

えていたことが分かる。 

近代的な海軍官僚制度の構成要素を、戦闘組織と

しての軍令体制と、後方支援組織としての軍政体制

に分けてみると、こうした形の海軍官僚制度が常設

的かつ体系的な形態で樹立された先駆的事例として、

幕府と薩摩藩の海軍制度を挙げることができる。こ

こでは幕府の事例を中心に検討してみる。 

 

幕府は、ペリー提督の来航直後に海防掛と大船製

造掛を設置して、海軍建設ないし洋式艦船建造の課

題に対応していたが、常設的な組織ではなかった。

幕府が常設的な海軍組織を備え始めた契機は、安政

６年(１８５９)に軍艦奉行を設置して、永井玄蕃頭

尚志を初代軍艦奉行に任命してからである。以後水

野筑後守、木村摂津守、勝安房守らが軍艦奉行を歴

任しながら、艦船取得や咸臨丸の遣米使節派遣など

幕府海軍に関する軍政を担い、既に１８５７年に設

置されていた軍艦教授所に引き続き、文久元年(１



 19 

８６１)に軍艦組が設置されて、軍政組織としての

体制が整えられ始めた４７。軍艦奉行を中心として

新生海軍の制度が整備・拡大されるにつれ、文久２

年(１８６２)には既存の船軍組織が廃止され、その

残余設備や組織が軍艦組に吸収されている。 
幕府は文久２年(１８６２)の軍備大計画の検討に

当たって、「右(壮士向けの)資級之儀外国制度に本

き且陸軍壮士と比較仕彼我折衷致し一定之制度別冊

取調并学科昇進之次第一冊取調差出候」という趣旨

の下で、海軍軍制に関する野心的な改編を試みてい

る４８。その内容は、軍艦奉行の上位機構として老

中格の海軍総裁と若年寄格の海軍副総裁、そして艦

船１２隻規模の艦隊司令官格である海軍奉行などを

新設し、その下位職として艦長格の軍艦頭を始め、

軍艦頭並及び軍艦役などの職級を設置し、更に階級

による俸禄制を実現させようというものであった。

しかし、この計画は海軍軍備計画そのものの破綻に

よって、すぐには実現されず慶応年間に先送りされ

ている。すなわち慶応元年になってようやく海軍奉

行及び海軍総裁など海軍軍政に関する最高職位が設

置されており、慶応３年(１８６７)１０月に階級俸

禄制が建議されて階級に従う場所高が廃止され、役

金の支給が図られた４９。 

 

幕府における官僚制度の整備は、下部機関ではあ

る程度の官僚制化が進んだが、最高政策決定機関で

ある幕閣を初め、上部での官僚制化は伝統的な方式

に止まっていたとその限界が指摘されていた５０。

しかし海軍官僚制度に関しては、幕府は既存の軍事

体制では存在しなかった海軍制度を作り上げ、西欧

の海軍制度に学んで体系的な階級制度を導入し、場

所高に代えて役金制へ転換しようとする相当の変化

を見せている。特に、幕府海軍は幕藩体制を支えて

きた身分制度の障壁に拘らず、海軍に関する専門的

な技術や知識の保有如何によって、より高い水準の

教育並びに身分昇進の機会を付与しようとしている。

安政２年(１８５５)のオランダ海軍伝習に、幕府は

船大工熊蔵と長吉などを人選して幕臣及び藩士らと

共に派遣しており、文久２年(１８６２)のオランダ

海軍留学生派遣の際にも、船大工上田寅吉を初め、

水夫、時計師、鍛治、鋳物師、宮大工などを留学さ

せている。慶応２年(１８６６)１０月に小栗上野介

と木村兵庫頭は、幕閣に提出した「海軍役役階級歳

俸等之義に付申上候書付」の中で、「海軍に限り御

一新之御仕法相立門地世禄之旧習御破り無之候ては

難相叶義に付後来たとへ卑官小給の者或は部屋住厄

介陪臣の輩たりとも業前熟達之者は直に御軍艦奉行

へも被抜擢相成候程之御見据を以其業前に応し…」

５１と述べ、身分に拘らない能力本位の人事を実施

することを訴えている。幕藩体制を支えてきた身分

制度が、海軍教育制度の整備や海軍官僚制の進展を

媒介として徐々に亀裂が生じていく兆しを見せてい

たのである。 

 

以上のように、幕府で典型的に見られる海軍官僚

制度の整備は、新設された海軍教育制度を経て輩出

された海軍士官らの受け皿としての役割を充分に果

たしていた。すなわち、オランダ海軍伝習や幕府と

諸藩が設置した海軍教育制度を通じて、海軍士官ら

が多数輩出され、共に新設されていた幕府・諸藩の

海軍制度は、その海軍士官らが習得した専門知識や

技術を実際に適用する足場を提供してくれた。要す

るに、幕末期に設置された海軍教育制度と海軍官僚

制度は、海軍建設のための優秀な人的資源を動員す

る主な機先になっていたのである。 

 

（２）海軍建設と財政の膨張 

 

 艦船を取得し、海軍制度を建設していく過程の中

で、幕府と諸藩は当然莫大な財政支出の必要性に迫

られた。艦船の取得費用、その運用や維持の費用、

海軍関連施設と制度の建設や維持に伴う費用、海軍

士官の養成や職務にかかる費用など、海軍関連の財

政支出は多岐にわたっていたと考えられる。 

幕末期の幕府と諸藩において過度の軍備支出が行

われていたことは、大山敷太郎(１９４２年)、大口

勇次郎(１９８１年)など財政史に関する先行研究が

既に指摘してきた５２。特に大山敷太郎(１９６９

年)、森田武(１９７６年)、大野瑞男(１９９６年)

らは、新たに発生した海防・海軍関連支出が、幕府
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及び諸藩の財政構造に圧迫を加えたと指摘している

５３。しかし先行研究では、幕末期の軍事財政、な

かんずく海軍関連財政の実態について明確な解明が

まだなされていない。本節ではごく少ない史料を手

がかりとして、幕府と諸藩で海軍関連支出に投入し

た費用を調べ、それが幕府と主要諸藩の財政構造に

占める比重を推算していくこととしたい。 

 

表５：幕末期の幕府及び諸藩における取得艦船の製造ないし購入費 

 

 
幕府 諸藩 取得費用合計 

1854 4300両（鳳凰丸) 薩摩:3万両（昌平丸)、未詳：伊呂波丸（薩摩）、船名未詳蒸気

(薩摩)、皐月丸(佐賀) 

3万4300両 

（2隻） 

1855 金4300両（ヘダ)、 

未詳：君沢型6隻 

薩摩:4万両（鳳瑞丸、大元丸)、土佐藩：1006両（船名未詳）未

詳：雲行丸(薩摩)、万年丸(薩摩)、承天丸(薩摩)、 

4万5千両 

（4隻） 

1856 6万両（鳳瑞丸、大元

丸)未詳：韮山型、旭

日丸 

長州:金4000両（丙辰丸)、 

未詳：有明丸(加賀藩)、弘済丸(松山藩) 

6万4千両 

（3隻） 

1857 10万弗＋3350両（咸臨

丸＋箱館丸)、 

未詳：長崎形、瓊浦形 

佐賀:代銀1000貫目＋2000両（飛雲丸＋船名未詳)、 

未詳：順応丸(田原藩)、翔準丸(和歌山藩)、通済丸(阿波)、大野

丸(大野) 

10万弗＋5350両

＋銀1000貫目 

（４隻） 

1858 10万弗(朝陽丸) 

未詳-鳳翔丸,君沢型4

隻 

佐賀藩 10万弗(電流丸) 

未詳-晨風丸(佐賀),神風丸(津藩),速鳥丸(姫路藩) 

20万弗 

 (2隻) 

1859 9457両(亀田丸) 未詳-船名未詳(宇和嶋),一番丸(福井),金花丸(姫路),開成丸(仙

台) 

9457両  

(1隻) 

1860 未詳-玉浦形3隻 薩摩藩12万8千弗 (天祐丸), 長州藩 2万両 (庚申丸)、未詳-青森

丸(弘前藩) 

12万8千弗+2万

両(2隻) 

1861 3万8千弗(千秋丸,健順

丸) 

筑前藩 3万3千弗 (日下丸) 

未詳-躍霊丸(土佐),竜神丸(荘内藩) 

7万1千弗 

(3隻) 

1862 22万6500弗  

(千歳丸,順動丸,昌光

丸) 

 

薩摩藩 13万弗(永平丸), 長州藩 11万5千弗(壬戌丸), 加賀藩 10

万弗(錫懐丸), 尾州藩 1万弗(神力丸),出雲藩 17万2千弗(八雲丸

一番, 二番),筑前藩 9万5千弗(大鵬丸), 阿波藩8万8千弗(乾元

丸),松山藩 1万4300弗(快風丸)         未詳-達観丸(安芸藩) 

105 万 800弗 

(12隻) 

1863 71万9千弗(長崎丸一

番,二番,長崎丸,恊鄰

丸,太平丸,翔鶴丸,エ

リシールラス)  

薩摩藩25万5千弗(白鳳丸,安行丸,青鷹丸), 土佐藩 11万5千弗 

(南海丸),長州藩 2万弗(癸亥丸),越前藩 12万5千弗(黒竜丸),安

芸藩 8万9千弗(震天丸),南部藩 2万5千弗(広運丸) 

未詳-神護丸(姫路) 順風丸(福山) 

134万8千弗 

(15隻) 

1864 15万7500弗 

(神速丸,大江丸) 

薩摩藩28万5千弗(平運丸,胡蝶丸,翔鳳丸,乾行丸), 佐賀藩 12万

弗 

(甲子丸), 久留米 7万5千弗(雄飛丸),紀州 13万8500弗(明光丸),  

肥後 12万5千弗(万里丸)          未詳-豊瑞丸(薩摩) 

90万1千弗 

(10隻) 

1865 31万弗(富士山艦,鶴港

丸,美加保丸) 

 

薩摩藩32万9千弗 (竜田丸,開聞丸,万年丸,三国丸,桜島丸), 加賀

藩 11万2千弗(李百里),越前 1万1千弗(富有丸), 筑前藩 12万5千

弗(環瀛丸),小倉藩 8万3千弗(飛竜丸),  

未詳-船名未詳(筑前)致遠丸(紀州)凌風丸(佐賀藩)乙丑丸(長州

藩) 

100万弗 

(12隻) 

1866 75万弗(回天丸,竜翔

丸,長鯨丸,奇捷丸,ケ

ストル,行速丸,千歳

丸)7万両(千代田形), 

未詳-船名未詳2隻 

薩摩藩 1万2千弗 (大極丸),佐賀藩9万3千弗(皐月丸,大木丸) 

土佐藩 7万弗(胡蝶丸), 長州藩 5万弗 或は 3万9205両(丙寅丸) 

加賀藩1万2千弗(啓明丸),久留米藩 7万8700弗(玄鳥丸,晨風丸,翔

風丸,遼鶴丸,神雀丸),肥後藩 13万3千弗(凌雲丸,奮迅丸),安芸藩 

11万弗(豊安丸),松山藩7万弗(小芙蓉丸),大洲加藤 7万弗(伊呂波

丸),宇和島 2万弗(天保禄) :未詳-蜻蛉丸(土佐) 空蝉丸(土佐)第

2丙寅丸(長州),万年丸(安芸),満珠丸(豊浦),安済丸(津軽) 

146万8700弗(25

隻) 

1867 41万弗(開陽丸) 

未詳-横須賀丸(建) 

 

土佐藩 27万7500弗(夕顔丸,横笛丸,羽衣丸,南海丸,乙女丸), 加

賀藩 1万弗(駿相丸),肥後 5万5千弗(泰運丸,神風丸),紀州藩 15

万弗(ネボ-ル),筑前 4万弗(蒼隼丸) 津藩 6万弗(ビテルランデル

ク),宇和島 8300両(開産丸) 

101万800弗 (13

隻) 
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未詳-春日丸(薩摩),起業丸(加賀),千歳丸(久留米),フアリツタ

(越前),祥瑞丸(宇和島),神竜丸(淡路) 

1868 51万弗(甲鉄丸,陽春或

はカツノカミ) 

佐賀藩 10万弗(孟春丸),長州藩 11万弗(第一丁卯), 

未詳-有功丸(仙台),飛隼丸(南部藩),華陽丸(長州 捕獲) 

72万弗 

(4隻) 

総計 8万1107両+281万1千弗  

(36/ 64隻) 

9万7000両+518万7300弗+銀1000貫目(76/127隻) 17 万 8107 両 ＋

799万8300両＋

銀 1000 貫 目

(112/191隻) 

 

 主な海軍関連支出としては、まず➀艦船の取得費

用と➁その維持や海軍制度の維持及び艦船の運用費

用が挙げられる。艦船の取得費用に関しては表１に

見られる、勝海舟の『海軍歴史』でも推算が行われ

ているが、表２の作成に使われた資料を用いて再調

査すると、表５のような統計が得られる。表５から

は、幕府と諸藩が取得した艦船の中で建造ないし購

入費用が確認されるものは合わせて１１２隻であ

り、この１１２隻の艦船取得費用の総計は７９９万

８３００弗＋１７万８１０７両＋銀１千貫目に及ん

でいる。この数値は１９０隻余りの全部を対象とし

たものではないが、表１で勝海舟が提示した数値を

上回っている。 

取得した６３隻の艦船の中で３６隻の取得費用が

確認されている幕府の場合、艦船の取得に２８１万

弗と８万両程度を支出していることが分かる。諸藩

では取得した１２７隻の艦船の中で７６隻の取得費

用が確認されており、これらを合計すると５１８万

弗と９万両程度に及んでいる。時期別に幕府と諸藩

の艦船取得費用の支出状況とその特徴を探ってみる

と次のとおりである。 

 

安政～万延年間は、既に検討したように主に建造

によって艦船取得が行われていた。この期間に建造

された艦船の具体的な建造費用の全貌を把握するこ

とは至難だが、戸田で建造されたスクーネルを含め

て幕府で建造された同型の木造帆船の建造費用はお

およそ３千～９千両程度であった５４。洋式帆船建

造とは異なって、幕府が購入した朝陽丸と咸臨丸、

佐賀藩が購入した電流丸、薩摩藩が購入した天祐丸

などの蒸気船は、大抵１０万弗前後が購入費用とし

て支出されている。 

文久年間以後になると、幕府は、文久元年（１８

６１）の３万８千弗を初め、文久２年(１８６２)の

２２万弗、文久３年（１８６３）の７１万弗、元治

元年(１８６４)の１５万弗など、年間平均２５万弗

前後を艦船購入に投入している。諸藩においては、

薩摩藩が毎年平均２０万弗程度を艦船購入に充てて

おり、その他長州藩、紀州藩、越前藩、佐賀藩、肥

後藩、土佐藩、加賀藩、出雲藩、筑前藩、阿波藩、

久留米藩などは、文久年間にわたって１０万弗程度

を艦船購入に投入している。 

 慶応年間になってからは、更に艦船取得の費用は

増大している。幕府は、慶応年間に毎年平均４０～

５０万弗程度を艦船取得に投入しており、諸藩も薩

摩藩の３３万弗と土佐藩の３４万７千弗を初め、佐

賀藩、肥後藩、長州藩、紀州藩、加賀藩、筑前藩、

安芸藩などが、１０万弗以上を艦船取得に投じてい

る。艦船取得に投入された費用だけを検討しても、

幕末期に幕府と諸藩の間で繰り広げられた競争的な

艦船取得の様相が読み取れる。 

 

 ところで海軍建設は、艦船の取得費用のみならず、

艦船やその他海軍施設の維持、海軍士官の教育、海

軍伝習団の招聘、造船所の建設、海軍制度の維持な

どに相当の財政が求められる過程であった。例えば

安政年間や万延年間に行われたオランダ海軍教官団

の招聘５５、長崎製鉄所（造船所）の建設５６、遣米

使節団の派遣５７などに使われた費用も、広義の海

軍財政と見なす事ができよう。しかし安政年間と万

延年間に幕府が海軍建設に投入した財政の全体規模

と、それが幕府財政の中で占める割合を示す史料は

差し当たり見当たらない。 

しかし文久年間以後の海軍関連財政に関しては、

勝海舟の『海軍歴史』に載っている「費額及雑項」

などの史料に基づき、その大略を推定できる。表６
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は勝海舟の関連資料を整理したものである。表６に

よると、幕府の海軍支出は、幕府の一般歳出と同様、

金方と米方に分けられており、その中で金方は金・

洋銀・丁銀に分けて支出されていることが分かる

５８。金方支出の中で大部分を占めている金支出は、

艦船一個年定式分（艦船修復費用）、航海費用、役

役手当（人件費）など海軍関連の経常費として使わ

れており、その総額は毎年増えている。洋銀支出は、

その総額が徐々に減っていることから、艦船取得費

用ではなく、文久～慶応年間に発生した臨時的な海

軍関連支出、例えばオランダへの海軍留学生の派遣

経費、あるいは神戸海軍操練所の運営経費などと関

わっていたのではないかと推定される５９。つまり

表６の「惣請取高」は、概ね海軍制度及び施設の建

設と維持費、人件費などに使われた海軍の経常支出

を示していると考えられる。 

しかし、この史料に現れている海軍関連の経常

費支出の内容が、幕府の勘定方で作成した公式の

財政関連報告書である「金銀納払御勘定帳」や

「米大豆納払御勘定帳」に含まれていないことに

留意する必要がある。文久３年(１８６３)の勘定

帳を分析している大口勇次郎は、勝海舟の記録に

示されている海軍関連の支出、即ち船舶購入費や

海軍入用金が勘定帳の歳出内訳に記されていない

ことから、勘定帳以外の別支出として処理された

のではないかと推定している６０。 

そして大口勇次郎は、文久３年(１８６３)の勘定

帳で船舶武器関連の支出であると見られるものとし

て、陸軍入用の１４万両を初め、大筒朱笠１１万９

千両、内海台長普請及び海岸砲台築立５万両、船製

造分３万９千両を特別に提示している。この中で大

筒朱笠や内海台長普請及び海岸砲台築立などは陸軍

関連支出の性格を持っているものの、３万９千両が

投入されている船製造費用などは海軍関連支出とし

て加える必要があるだろう。 

 

表６：文久～慶応年間における幕府の海軍関連財政 

 惣請取高（海軍関係支出） 内訳 備考 

文久二

（1862） 

金23万4412両 米3114 金 6万3677両 

   御船1個年定式分 金1万94両 

   航海入用 金 2万1612両 

   役役手当 金 1万4438両 

   別段入用 金 1万7532両 

洋銀 24万4368枚 (金17万306両 相当)  

丁銀 250枚(金112両 相当) 

米 3114石 (金3万3815両 相当) 

艦船購入費(表5)  

22万6500弗 

和蘭留学生派遣経費   

2万6千弗 

 

文久三

(1863) 

 

金30万6301両 米3289石 

 

金 16万2236両 

   御船1個年定式分 金3万4100両 

   航海入用 金 3万5391両 

   役役手当 金 2万5721両 

   別段入用 金 1万7021両 

洋銀 17万2236枚 (金 14万3753両 相当) 

丁銀 185枚 (金 80両 相当) 

米 3289石 (金 3万5718両 相当)  

艦船購入費(表5)  

71万9千弗 

神戸海軍操練所運営費用  

年3千両 

 

元治元

(1864) 

 

金28万7635両 米2842石 

 

金 14万88両 

   御船1個年定式分 金3万7665両 

   航海入用 金 4万7050両 

   役役手当 金 1万3880両 

   別段入用 金 4万1492両 

洋銀 17万6571枚 (金 14万7142両 相当) 

丁銀 540枚 (金 234両 相当) 

米 2842石 (金 3万862両 相当) 

艦船購入費(表5)  

15万7500弗 

 

 

慶応元

(1865) 

 

金24万8957両 米2999石 

 

 

金 16万5562両 

   御船1個年定式分 金3万8169両 

   航海入用 金 5万6337両 

艦船購入費(表5)  

31万弗 

横須賀製鉄所 建立 4個年計
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   役役手当 金 2万2597両 

   別段入用 金 4万8457両 

洋銀 10万枚 (金 8万3333両 相当) 

丁銀 7枚 (金 234両 相当) 

米 2999石 (金 3万2570両 相当) 

劃 

  毎年60万弗支出計劃 

横浜製鉄所建立入用  

  13万1929弗(9万8947両) 

 

慶応二

(1866) 

 

金27万1388両 米3491石 

 

金 26万8346両 

   御船1個年定式分 金6万912両 

   航海入用 金 12万616両 

   役役手当 金 2万3282両 

   別段入用 金 6万3534両 

洋銀 3061枚 (金 2867両 相当) 

丁銀 7枚  

米 3491石 (金 3万7903両 相当) 

艦船購入費(表5) 

75万弗  

 

慶応三

(1867) 

 

慶応3年12月 勘定奉行 海

軍予算決定 1個年金60万両 

 

役金 手当 扶持方    3万両程度  

御船修復器械買上   12万両程度 

海軍所入用・伝習入用・その他 船惣御

入用 35万両程度 

艦船購入費(表5) 41万弗  

慶応3年10月「海軍御定金之

儀取調申上候書付」から1個

年定金92万800両建議 

 

したがって、海軍関連支出の全体的な状況を把握

するためには、表６の「惣請取高」のみならず、幕

府の勘定帳で示されている艦船製造の関連支出、更

に表５の艦船購入費を総合的に考慮しなければなら

ない６１。この場合、経常費と艦船取得費を合わせ

た海軍関連の支出は、文久２年(１８６２)の２６万

８千両＋２２万６５００弗、文久３年(１８６３)の

３４万両＋７１万９千弗、元治元年(１８６４)の３

１万８千両＋１５万７５００弗、慶応元年(１８６

５)の２８万両＋３１万弗、慶応２年(１８６６)の

３１万両＋７５万弗の水準以上に達していたと考え

られる。 

こうした海軍支出は、幕末期における幕府の財政

構造全体の中でどのような割合を占めていたのだろ

うか。文久３年(１８６３)の場合、幕府の歳出は米

方６５万石と金方５００万６千両を合わせて１１５

０万両に達しており６２、同年度の海軍支出は、表

６の「惣請取高」の３４万両と勘定帳の艦船製造費

用３万９千両、そして表５の艦船購入費７１万９千

弗を合わせた金額である。だとすれば、文久３年に

限った全体財政に占める海軍関連支出の比重は、ほ

ぼ１０％程度の水準と考えられる。幕末期の全期間

にわたる幕府の財政支出の全容は分からないが、海

軍支出がそこに占めた割合は、先に述べた文久年間

の傾向が持続されたと思われる。 

 海軍支出に陸軍関連支出を加えた幕府の全体軍事

費支出は、文久～元治年間だけで年間１４０万両を

上回る水準であり、幕府の財政構造の概ね１３％前

後であったと考えられる。財政構造の中で軍事費が

占める割合という観点から見ると、幕末期の幕府は、

初期の明治政府に匹敵する軍事費拡張の財政構造を

持っていたと言える
６３

。すなわち幕末期の幕府は、

海軍軍事費の追加発生やその膨張によって、財政全

体の中で軍事費の比重が膨張していった軍事財政の

特性を持っていたと考えざるを得ない。 

 海軍建設による財政膨張の現象は、幕府に限らず、

薩摩藩や佐賀藩など海軍建設に積極的に取り組んで

いた諸藩でも同様であったと考えられる６４。要す

るに幕末期の海軍建設は、幕府と諸藩に人的資源は

勿論、財政資源の莫大な動員を求めていたのである。 

 

（３）海軍建設と殖産興業 

 

幕府と諸藩が、内外の危機状況に直面して推進し

た海軍建設及び軍事改革は、軍事費支出の膨張、特

に莫大な海軍関連支出の新規発生を招来した。既に

江戸時代から大船建造政策を訴えてきた会沢正志斉、

佐久間象山、徳川斉昭らは、彼らの訴えてきた大船

建造政策が莫大な財政の所要を引き起こすと予測し、

それに備えるための財源確保策の一つとして鉱物資

源の開発を含む産業の育成を提案していた。元治元

年(１８６４)に「論著海軍問答」を書いている横井

小楠も、「海軍はとりわけ莫大な費用が要るのであ

る」と指摘し、海軍建設のために諸藩から２４万な
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いし２５万両を拠出させ、それに基づいて銅鉱や鉱

山開発のような産業育成を成し遂げ、そこから海軍

建設の財源を供給する構想を打ち出していた６５。

幕末期の識者らは海軍建設のために、農林業・鉱業

などの産業開発を通して財源を確保する必要性を強

調していたのである
６６

。一方、海軍建設過程その

ものが、それに欠かせない造船及び兵器・石炭産業

の発達をもたらす効果を生み出している。すなわち

海軍建設の進行過程は、関連する新しい産業の登場

を促していたのである。ここでは幕末期に新たに開

発され始めた造船・兵器・石炭産業が海軍建設の過

程とどのように結び付けられながら発展したのかを

検討していきたい。 

 

（イ）海軍建設と造船業の発展 

 

幕末期海軍建設の過程において、海軍艦船の建造

及び修理の必要性は、当然ながら幕府と諸藩に造船

及び修理施設の設置を求めた。先行研究では王政復

古の前後に確認される主な造船所として、浦賀(幕

府)・戸田(幕府)・飽浦(幕府)・函館(幕府)・横須

賀(幕府)・石川島(水戸藩)・瀬戸村(薩摩)・牛根

(薩摩)・有村(薩摩)・恵比須鼻(長州)・種崎(土

佐)・塞風沢(仙台藩)・津(津藩)・新宮(松山藩)・

姫路(姫路藩)・宇和島(宇和島藩)・鞆津・佐賀・青

森・七尾(加賀)などが挙げられている６７。ところ

でこの造船所は、当時展開されていた造船技術の発

達段階に相応して三つの分類、すなわち、①蘭書に

よる洋式帆船と蒸気船の建造施設、②戸田及び長崎

での洋式帆船建造技術の伝播以後に現れた洋式帆船

の造船施設、③そして西欧海軍士官の技術支援によ

る洋式蒸気船建造及び修理施設に分けることができ

る。①と②の段階の造船所が主に洋式木造帆船の建

造を目的とし、当然木工技術中心の造船技術が求め

られたのに対し、③の段階の造船所は洋式蒸気船の

建造及び修理を目的とするもので、蒸気機関の装着、

船体の材質変化、そして船体の大型化に対応して、

鉄工及び蒸気機関中心の技術が求められ、更に大型

船渠のような施設が要求された６８。 

この中で幕末期に最初に登場した近代的造船施

設は①のタイプであり、伝統的な和船の建造とは

違って、蘭書の飜訳本に頼って洋式帆船や蒸気船

を建造しようとしたものであった。１８４９年に

既に蒸気船に関する蘭書『水蒸船説略』を翻訳さ

せていた薩摩藩は、それに従い蒸気船モデルを自

ら製造しており、嘉永６年（１８５３）に大船建

造の解禁令が出された直後に帆船１２隻及び蒸気

船３隻の建造計画を幕府に提出し、上記の牛根と

有村の造船所でその造船に踏み出している。水戸

藩も大船解禁の直後に石川島に造船所を設け、蘭

書に従い、旭日丸などの帆船を建造している。幕

府が浦賀奉行に命じて設置した浦賀造船所も帆船

を建造している６９。 

 

石川島造船所の図（新撰東京名所図会第31編） 

〔船の科学館提供〕 

 

 ➁の段階は、安政２年（１８５５）に洋式スクー

ネル船が、ロシア士官と船大工によって戸田で建造

されるに連れ始まった。このスクーネル船の建造過

程では、江川方を含む幕府管轄の役人や船大工、そ

して水戸と長州など諸藩の藩士や船大工も参加して

洋式帆船の建造技術を習得した。この建造技術が幕

府と諸藩に拡散し、幕府の石川島造船所では君沢型

の追加建造が行われ、加賀の壮猶館、長州の恵比須

鼻、土佐の種崎、仙台、そして幕府直轄の箱館奉行

所などで洋式帆船の造船施設が新たに設置され始め

た７０。 
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君澤形御船 

〔松平文庫（松平宗紀氏所蔵・福井県立図書館保管）〕 

 

さて、蘭書の翻訳本に頼っていた薩摩藩などが蒸

気船の建造に対する関心がなかったわけではない。

しかし➂の段階、すなわち蒸気船建造が可能な造船

所建設に関心が注がれたのは、安政２年(１８５５)

にオランダ海軍士官ファビウスが海軍創立意見書に

おいて、蒸気船、とりわけ内車式蒸気船が西欧海軍

で標準化されている様子を紹介してからであると考

えられる。そしてオランダ技術士官の支援を得て１

８５７年から長崎造船所の建設が着手され、１８６

１年に完工している。長崎造船所では船渠が設置さ

れており、その他鍛冶・工作・鎔鉄の工場がそれぞ

れ完備され、大形蒸気船の修理は勿論、鉄製蒸気艦

船の造船まで可能な設備を備えていた７１。この長

崎造船所では１８５７年に「たま浦形」あるいは

「長崎形」という蒸気船が建造されており、１８６

２年には「千代田形」の機関が製作される成果を挙

げている。そうした点から長崎造船所は、蒸気軍艦

時代の到来に備えた幕府側の造船・製鉄事業の一大

成果であり、その設置によって幕府はようやく造船

産業に関する③の段階に入ったのである。 

  

長崎造船所の建設後、幕府は引き続き各地に蒸気

造船所を建設する動きを見せている。１８６３年に

長崎立神で７０馬力規模の蒸気軍艦建造計画を立て

て、オランダ技術者を招聘したり、造船関連の機械

類を購入するなど、造船所建設に向けて活発な動き

を見せた。しかしその推進中に江戸湾防衛計画が優

先され、立神造船所の建設は実らず、その代わりに

江戸から近い横浜と横須賀に近代的な造船所が建設

されるに至っている。 

横浜と横須賀の造船・製鉄所は、フランスからの

技術と資金支援を得て着手されている。横浜の造

船・製鉄所は、慶応元年(１８６５)２月に起工され、

同年８月に竣工している。ここでは佐賀藩がオラン

ダから購入して幕府に献上した工作機械を据え付け

て鉛鉄及び蒸気機関などを製造している７２。横須

賀製鉄所もフランスからの大規模技術支援を基に慶

応元年(１８６５)３月に着工され、明治年間まで工

事が続けられた。横須賀では製鉄所を含め、艦船の

修理のための船渠二つ、造船のための船台三つがそ

れぞれ設置されて蒸気船の修理や造船にあたった。

ここでは王政復古まで３０馬力と１０馬力の蒸気船

各１隻ずつを建造している７３。 

 

このように幕府は、文久～慶応年間にオランダや

フランスの技術協力を得て、蒸気船の建造や修理の

可能な大規模造船所の建設に乗り出している。万延

～文久年間以降、幕府が購入によって蒸気船の保有

を増やすにつれ、蒸気船の修理や維持が海軍政策の

主要な部分を占め始め、こうした政策上の必要が西

欧式技術を受容した造船・製鉄所の建設を促したと

考えられる。 

幕府と雄藩が海軍建設とその維持のために建設し

始めた造船産業、いわゆる幕藩営造船業が、その後

の明治政府が推進した殖産興業政策の先駆け的な段

階、ひいては近代日本造船業の起源をなしているこ

とは否定できない７４。横須賀造船・製鉄所が明治

海軍の海軍工廠となり、幕府が建設した長崎・横浜、

そして加賀藩が建設した兵庫造船所らが、明治時代

になってそれぞれ三菱重工業、石川島播磨重工業、

川崎重工業などによって引き継がれ、明治政府の殖

産興業政策の一翼を担う中枢産業として成長してい

ったのである７５。 
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（ロ）海軍建設と兵器産業の発展 

 

異国船の頻繁な来航以来、幕府と諸藩は沿岸に接

近してくる異国船を迎撃するため、既存の和流ある

いは高島流の火砲以外に、大口径カノン砲の必要に

直面した。この砲は基本的には台場用として求めら

れたと思われるが、大船製造の解禁や艦船の増加に

伴い、艦載砲としての需要も発生し始めた。表３は、

幕末期に取得された艦船の中で少なくとも４６隻以

上の艦船に備砲が装着されていたことを示している。

そのうち日本国内で建造された艦船は、鳳凰丸(幕

府)・昌平丸(薩摩)・万年丸(薩摩)・鳳瑞丸(薩

摩)・大元丸(薩摩)・丙辰丸(長州)などであり、こ

れらの艦船は主に安政年間の初期に幕府、薩摩藩、

長州藩で建造された。一方、観光丸と咸臨丸を初め、

備砲が装着された大部分の艦船は、幕末期の全時期

を通して購入によって取得している。では安政年間

に幕府と諸藩によって建造された艦船はどのような

経緯を経て備砲を装着するに至ったのか。そしてこ

の過程は幕末期の兵器産業の発展とどのように関連

していたのだろうか。 

 

先行研究では幕末期兵器産業の発展は二段階に分

けて進行したと指摘している。一段階は、踏鞴式溶

炉に依拠して銅を鎔解し、小形の銅製砲を製作する

段階であり、二段階は高炉・反射炉・水車など機械

的原動機や作業機を利用して鉄を鎔解し、鉄製砲を

製作した段階であった７６。 

ペリー艦隊の来航直後に幕府が湯島に設置した大

筒鋳立場、あるいは弘化３年(１８４６)以降に島津

斉彬が薩摩藩に設けた小銃及び大砲製作所などは前

者の段階に止まっていたと見られる。すなわちこれ

らの施設は、洋式砲術家と蘭学者らの技術的指導を

受けて、更に鋳物師・鍛冶師・鉄砲師を動員して、

高炉や反射炉を備えずに、鞴炉で銅を鎔解して小形

の銅製砲を製作する方式を採っていたのである７７。

なかんずく薩摩藩の小銃及び大砲製作所は、嘉永６

年(１８５３)から３２種類の大砲５８０門を生産し

て、砲台の備砲や軍艦の艦載砲として供給していた

ことが知られている。薩摩藩が安政年間の初期に建

造した昌平丸と万年丸などに搭載されていた艦載砲

は、こうしたタイプであったと考えられる。  

当時火砲製作には銅が圧倒的に使われており、鎔

鉄技術が低水準であった故、鉄製砲の製造は遅れを

とっていた。しかし火砲の製造が増加するにつれ、

銅価格が暴騰し、その取得も難しくなった。こうし

た状況から先進諸藩では関連蘭書の翻訳に基づいた

鎔鉄技術の開発が模索された。鎔鉄技術の開発及び

反射炉の設置、すなわち第二段階の火砲製造技術の

開発には、ペリー提督の来航以前から佐賀藩が草分

け的な活動を見せていたが、福岡藩と共に長崎防衛

を任されていた佐賀藩は、それゆえ、かねてから火

砲製造に関心を注ぎ、嘉永３年(１８５０)に築地に

大銃製造方を設置して、そこで蘭学者杉谷雍介が翻

訳した蘭書に基づいて日本国内初の反射炉を設置し

た。同藩は鎔炉及び反射炉によって鎔鉄はもちろん、

大砲及び弾薬の製造に着手し、遂に嘉永５年(１８

５２)に８ポンドと３６ポンドの鉄製砲の鋳込に成

功している７８。その結果、翌年にペリー艦隊が来

航した時点で佐賀藩は、日本国内で唯一鉄製砲を生

産・供給できる拠点となり、幕府は新たに建設され

た品川台場及び新規艦船に据え付ける鉄製砲の製造

を佐賀藩に頼らなければならなかった。例えば、安

政２年(１８５５)に幕府は、薩摩から献上された艦

船に鉄製大砲を搭載するため、鉄製１２ポンド砲２

門、１６ポンド砲２門、１８ポンド砲１１門、３０

ポンド砲９門の製造を佐賀藩に依頼している７９。

これは安政３年(１８５６)に薩摩藩が幕府に献上し

た大元丸と鳳瑞丸の備砲用であったと考えられる。

とにかく兵器産業の技術的発展による成果が、次第

に幕府と諸藩が建造した艦船に採用されていたので

ある。 

佐賀藩が反射炉の設置を通して鉄製砲の鋳造に成

功してから、鎔鉄及び鉄製砲製造技術は薩摩・水

戸・幕府管轄の江川方に拡散していく趨勢を見せて

いる８０。このように幕末期の兵器産業は、最初の

段階では溶炉による銅製砲の製造過程を経、更には

反射炉の設置による鉄製砲の製造段階を経ながら、

各段階の生産品が台場はもちろん、幕府と諸藩で建

造された艦船の艦載砲として供給されていった。す
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なわち、安政年間以降に幕府と諸藩で進行させてい

た海軍建設の過程は、艦船に装着する艦載砲の需要

増加をもたらし、大砲製造と関連する兵器産業の発

展を刺激する一要因となったのである。こうした幕

藩営武器産業の発展が、その後の近代的な日本軍事

工業の出発点となったのはいうまでもないだろう。 

 

（ハ）海軍建設と鉱業・農林業の発展 

 

幕府及び諸藩での海軍建設、特に蒸気船の購入と

その標準化の過程は、その燃料となる石炭産業の開

発を促す一要因ともなった。炭田が日本の国土内で

開発されたのは１８世紀初期にさかのぼる。亨保６

年(１７２１)、筑後国の三池炭田が藩主立花氏によ

って開発され、引き続き肥前藩の唐津と高島、豊前

藩の赤池などでも炭田が開発され始めた。石炭は、

最初は民家の燃料として使われたが、安永年間(１

７７２－１７８０)と文化年間(１８０４－１８１

７)を経て行くうちに、製塩用の燃料としてもその

利用価値が認識され、佐賀藩の高島炭鉱の場合は、

四国や中国地方の塩田用燃料として石炭を供給して

いた８１。 

農家や塩田用の燃料でしか使われなかった石炭は、

安政年間の開港以来、新しい使い道が創出されるこ

とになった。すなわち、安政元年(１８５４)に締結

された諸外国との和親条約は、下田と函館の二港を

開港し、外国艦船に燃料と飲料水を提供することを

規定していた。それ以来開港場に出入りする西欧の

蒸気艦船から燃料としての石炭需要が生じたのであ

る。九州地域の高島炭鉱、唐津炭鉱、筑豊炭鉱、三

池炭鉱らが、主に長崎港に出入りする汽船の焚料供

給のために拡張・開発され８２、更に、幕府は北海

道地域の石炭鉱山を開発するに至った。安政２年

(１８５５)に釧路の白糠鉱山が幕府によって開発さ

れて、函館に出入りする外国商船の焚料を供給して

おり、安政３年(１８５６)には後志国の茅沼炭鉱が

発見され、文久３年～元治元年に大島高任らによっ

てその採掘が開始された。 

 

交易手段としての石炭の経済的価値が見直される

につれ、諸藩は炭鉱の開発と代品化に力を入れてい

る。開港以前から蒸気船の建造に力を注いでいた薩

摩藩は、嘉永４年(Ⅰ８５１)に福岡藩に依頼し、石

炭鉱の経験をもつ者二人を雇って、長島・獅子島・

甑島・種子島などでの坑脈を調べさせている８３。

佐賀藩の場合は、安政元年(１８５４)に高島炭坑で

４１６６万斤、香焼島で１４４０万斤などの石炭を

採掘して長崎でオランダ人に渡しており、同年に代

品方を設置し、蒸気船の代品として白蝋と共に石炭

を重視していた８４。長州藩の場合も安政６年(１８

５９)から周布政之助の政策によって石炭を産物方

の一手扱いとして独占販売をはかっており、万延元

年(１８６０)には諸外国への輸出をも果たしている

８５。その利用価値が再認識されるにつれ、露天採

掘に依存していた採炭方式も、次第に坑道を掘って

採掘する方式の技術が導入され、また諸藩の藩主ら

が石炭会所などを設置してその生産や流通を統制す

る体制が整えられ始めた。 

開港場に出入りする外国からの蒸気船のみならず、

幕府と諸藩は、自らが取得していた蒸気船の需要に

充当するためにも石炭開発の必要に迫られた。慶応

３年(１８６７)１０月２０日、海軍奉行並・軍艦奉

行・軍艦頭が連署して建白した「海軍御定金之儀取

調申上候書付」によると、幕府が保有していた開陽

丸１隻が１個年間消耗する石炭は９００万斤であり、

富士山艦のそれが７２０万斤となっている８６。薩

摩藩の場合は、慶応年間に保有していた軍艦と商船

総６隻が一日に消費する石炭使用額は全体として１

６万斤に至っていた８７。このような幕府と諸藩が

保有する艦船の石炭消費は、基本的に国内の石炭鉱

山の生産分によって充てられていたと考えられる。 

 

幕府と諸藩は、単に保有蒸気船の燃料補給のみな

らず、海軍建設や軍事近代化の財源を確保する手段

としても石炭産業の持つ経済的価値に注目していた。

例えば、近代的海軍建設のための財源として産業開

発の必要性をつとに訴えてきた勝海舟は、彼自身が

文久～元治年間に神戸海軍操練所を創設し、操練所

及び付属施設の運用経費充当の問題に直面した際、

石炭鉱山の開発を海軍財源の確保手段として建議し
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ている。元治元年(１８６４)２月に閣老水野和泉守

に建白した建議書は彼の考えをよく示している。 

 

➀神戸操練局最早御出来にて……御入費御出方莫大

に相成可申哉と奉存候……、➁兵庫地鷹取山石炭坑 

昨年已来御代官方にて追々掘出候得共末に性合宜か

らす御用途相成兼候故入費相嵩困居候由御代官申聞

候右坑並工夫等操練局附属被仰付性合不良之分近村

塩釜え払出且つ少可之分は諸家蒸気船え売渡追々利

益出候様相成候はば海軍之御入費に仕度候８８ 

 

すなわち勝海舟は、①神戸海軍操練所の運営経

費がかなりかかると見込んで、②その所要経費に

充てさせるため「兵庫地鷹取山石炭坑」を操練局

の付属にして、その生産物の不良分は従前どうり

塩田用に回し、良質の石炭は諸藩が保有する蒸気

船の燃料用として売却し「海軍の入費」とする構

想を打ち出していたのである。勝海舟の建白は操

練所の閉鎖に伴い実行に移されなかったが、海軍

建設の過程が日本国内石炭産業の量的・質的拡大

を促進する背景になったのは確かである。 

 

海軍建設の過程は茶産業や林業のような第一次産

業の発展も促した。茶は、石炭や白蝋と共に艦船購

入の代品としての価値が認められ、安政年間から諸

藩に注目を浴びてきた。佐賀藩の場合は、「緑茶製

之儀、御軍艦御取入ニ付而 格別之御仕法被相立」

といい、軍事力増強の財源として茶産業の経済的価

値を評価して代品方を中心とした茶産業の開発やそ

の独占化に力を入れてきた８９。特に安政６年(１８

６９)の開港以来、茶は対外貿易品の一つとしても

脚光を浴びて、幕府と諸藩は艦船購入の支払い手段

のみならず主要対外貿易品の一つとして茶産業の育

成に尽力し始めた。万延元年(１８６０)９月、長崎

奉行岡部駿河守は勘定奉行宛の書簡で茶産業の育成

方案について次のように建議している。 

 

新商法御取開に付而は、代り御国産等之儀、兼而御

触之趣も有之候処、唐土おては紅緑両種之茶並□糸

を以第一之交易品に致し候由に付、御国地出産之茶

も唐国同様製法致し差渡候ハバ、一廉之御国益可相

成存、既に去春中申上置候通製法相心得候唐人共両

人暫時相雇置、其筋心掛候地役人之者に伝習為致置、

唐人共は差返候儀に御座候９０ 

 

このように海軍建設の過程は、その財源確保方案

の一つとして茶産業の重要性を喚起させ、幕府と諸

藩が茶産業の奨励に本腰を入れる背景の一つになっ

ている。 

一方、安政年間に幕府と諸藩が木造帆船を主軸と

した艦船建造に踏み出した際、海軍建設の過程はそ

の材料となる木材の需要をもたらしたと見受けられ

る。例えば強力な大船建造論者であった徳川斉昭は、

安政元年(１８５４)１０月に老中阿部正弘宛の書簡

で、「大船大炮当今之急務ニ候処、大船ハ生木を直

に用候而ハ不宜候間、一日も早く楠木等伐置度、此

上大船御製造之為、用達町人共に申付為取調候処」

９１とし、海軍建設を後押しする木材供給の必要性

を訴えており、ひいては林業育成への政策的配慮を

呼びかけていたのである。  

 

幕府のみならず、嘉永～安政年間に大規模の艦船

建造に乗り出していた薩摩藩も、その木造帆船の材

料として天然の大木に対する需要に直面していた。

嘉永６年(１８５３)から同藩が日向国高岡郷に大規

模の造林に着手しているのは、こうした情況から理

解することができる９２。このように木造帆船の建

造に重点が置かれていた海軍建設の初期段階で、幕

府と諸藩はその材料供給のために林業の政策的育成

に着手していたように見受けられる。造船のための

木材供給の必要性は、鉄製蒸気船が標準化されてか

らも相変わらず提起されている。例えば慶応元年、

横須賀で造船・製鉄所の建設が本格化した際、フラ

ンス側のエルトロートルは幕府の軍艦奉行木下謹吾

に、「政府は今より全国森林を点検して更に規則を

設け常に巨額の艦材を蓄蔵するに注意する」ことを

要請しており、これを受けて小栗上野介も木材伐採

を建議しているからである９３。このように海軍建

設の過程が促した林業の政策的育成は、幕府や諸藩

が保有した艦船が、木造帆船の時代から鉄製蒸気船
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の時代へ移行した後にも持続されていたのである。 

 

このように、海軍建設の過程は、海軍艦船や海軍

士官・兵士らが必要とする様々な品物の新規需要を

創出し、それらに基づいて幕府と諸藩では新しい産

業が芽生えていったと考えられる。こうした産業が

王政復古後に明治政府に伝承され、それらが近代日

本産業発展の技術的原流になったという点は、先行

研究で充分に指摘されてきた。本研究はこうした諸

産業が、幕末期に展開され始めた西欧海軍体制の受

容と、それによった幕府及び諸藩での海軍建設の過

程が並行して芽生えたことを指摘しておきたい。海

軍建設の過程は、それと関連する造船・製鉄・兵器

等の機械産業のみならず、石炭・茶産業・林業のよ

うな第一次産業までも発展させる要因となっていた

のである。 

以上の考察を通して、幕末期にその端を発した海

軍建設の過程が、幕藩体制の教育・財政・産業構造

の変化に影響していたことが証明されたと思われる。

洋式帆船や蒸気船の取得は、それを操る能力や知識

を備えた近代的士官や技術職工を求めた。艦船の製

造や購入のためには、莫大な財政の新規投入が欠か

せなかった。また海軍建設の過程には、造船産業や

石炭産業など、艦船運用に不可欠な関連産業の新た

な開発を生み出した。要するに幕末期における「海

軍誕生」の過程は、それに求められる人的・物的資

源の動員をより容易にするような国家体制の整備、

すなわち近代国家への変容をより促進する原因の一

つとして働いていたのである。 
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Ⅲ．新生海軍の運用 

 

幕府と諸藩は、作り上げた各々の海軍をどのよう

な戦略的目的の下で運用しようとしたのか。この点

に関して先行研究では、増強された海軍が「幕府諸

藩の海上交通」や「乗員訓練の場」として役割を果

たしたとする側面を強調しているように見える
９４

。

もちろん、幕府と諸藩の海軍が創設されてから、海

軍訓練の練習船や主要海域の警護、更に国内交易の

海上運送手段として活用されていたことは確かであ

る。ところが、この時期の海軍艦船に航行能力や武

装が整えられるにつれ、幕府と諸藩はその海軍をた

だの運送手段や「訓練の場」ではなく、国内におけ

る政治的な目的、更に対外的な目的を達成してくれ

る重要な軍事的手段として活用しようとした。本節

では増強された海軍に対して、幕府と諸藩の政治勢

力がどのような運用構想を持ち、実際にどのように

運用したのかについて検討を加えることとしたい。 

 

（１）海軍運用の構想 

 

遠洋航行能力を備えた艦船と専門的海軍士官の増

大、つまり近代海軍の整備は、幕府と諸藩により積

極的な対外政策と通商政策への可能性を開いてくれ

た。安政３年(１８５６)以後に西欧各国との通商条

約締結を肯定的に検討し始めていた老中首座堀田正

睦は、幕府が推し進めるべき当面の対外政策として

「万国交通」の政略を打ち出しながら、そのために

は「海軍の隆盛」が欠かせない前提条件であるとし

ている。 

 

将軍家定公の英志外交所置を以て大に旧法を釐革し

開国の政略を布かんとす実に是三百年鎖国の政機を

破り万国交通の活政略に変するものと云はさるへけ

んや今よりして我か海軍の用隆盛に可到基礎にして

亦後年共盛大に及ふ可きの初歩我輩思ふて爰に到れ

は誠に感慨に堪へさるなり９５ 

 

欧米各国と通商条約を締結した後の安政６年(１

８５９)８月、永井玄蕃頭に続いて軍艦奉行をも兼

任することになった外国奉行水野筑後守も次のよう

な政策構想を提示している。 

 

➀各国貿易御開ニ付而は、御国よりも商船を仕出し、

外国へ交易ニ罷越候様不相成候而は、品々御不都合

之次第も有之、乍居彼之求めニ応し候而己ニ而は、

往々御国力御衰耗之基歟と一同痛心仕候間、②御試

之為め、先ツ支那・朝鮮より御手始之積を以て、支

那は福建総督へ御掛合被遣、朝鮮は宗対馬守へ御沙

汰御座候方可然旨、此程申上置、未タ御下知無御座

候９６ 

 

つまり水野筑後守は、➀西欧各国と通商条約を締

結していた現実を踏まえ、各国からの通商要求に対

して受動的に応じることは国益にならないという考

え方から、②保有している商船を活用して支那と朝

鮮に対等な方式の交易を求めていくという方案を打

ち出している。水野の構想は、商船の平和的な利用

を基に近隣国家との通商開始を提案しているもので、

言い換えれば、幕府の保有している艦船団、すなわ

ち海軍の平和的な利用の可能性に着目していたと考

えられる。 

幕府の役人のみならず、有力な諸大名も海軍力に

基づいた積極的な対外政策の構想を開陳している。

水軍隊を創設していた薩摩の島津斉彬は、安政５年

(１８５８)１月に老中への上申で次のように建議し

ている。 

 

➀外国に通船被仰付度、且右之御規定、委細ニ被仰

付度事。御開港相成候上は、通船不被仰付候而は、

富国強兵之御計策難叶。②殊ニ外国事情も弁知難仕

候間、外国事務之御役乗組ニ而、士商召列れ通船被

仰付度。左候得は、外国事情も委敷相分り、乗馴候

へは、御手当之為可然奉存候９７ 

 

要するに斉彬は、①開港となった現実に応じて外
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国への通船を認めるべきであり、②これが外国の実

状把握と海軍訓練を兼ねる富国強兵の計策であると

見込んでいる。もちろん斉彬は、海外貿易の実現が

強兵の財源を作り上げる方案であることを唱えてい

たから、この 「外国通船」論は海外貿易論に他な

らなかった。 

 

 このように安政年間の海軍建設を仕掛けた幕府と

諸藩の政治勢力は、新しく作られた海軍の使い道に

関して、ただの国内輸送や訓練の練習船ではなく、

対外への交易手段としても共通的に考えていた。安

政年間の海軍建設過程を経て、幕府と諸藩は海軍の

遠洋航行及びその戦略的運用についてある程度の自

信を持ち始めており、それが幕府と諸藩の対外政策

にも多様な可能性や展望を与えていたのである。 

万延～文久年間の以後にも幕府の役人らは、対外

政策上での目的を達成する軍事的手段として海軍の

価値に注目し、その運用構想について積極的に述べ

ていた。文久２年(１８６２)閏８月に軍艦奉行並に

任命されていた勝海舟は、西欧からの危機意識に基

づいて、国内的には諸大名と協力した海軍建設の必

要性を訴えつつ、更に「日朝清」海軍提携論の構想

をも打ち出している。文久３年(１８６３)４月、彼

は対馬島藩士の大島友之允と長州藩士桂小五郎との

接触を通して次のように語っている。 

 

我が策は、当今亜細亜州中、欧羅巴人に抵抗する者

なし、これ皆規模狭小、彼が遠大の策に及ばざるが

故なり。今我が邦より船艦を出だし、弘く亜細亜各

国の主に説き、横縦連合、共に海軍を盛大し、有無

を通じ、学術を研究せずんば、彼が蹂躪を遁がるべ

からず、先、最初隣国朝鮮よりこれを説き、後支那

に及ばんとす９８ 

 

勝海舟は自らの海軍建設構想に沿って、神戸海軍

操練所の教育課程に朝鮮・上海・広東への遠洋航行

を組み込んでいたのである。 

幕府海軍の東アジア海洋への活動拡大は、他の海

軍関係者によっても度々提起されていた。文久２年

(１８６２)１２月に陸軍総裁兼海軍総裁に任命され

た松平阿波守は、就任以前に明かした彼の軍事構想

のなかで、「只内海に碇泊して非常之御備に而己被

差置候ては船上諸般之御経費御償之道有之ましく候

得は御法令は厳密に定させられ或は御廻米を運漕し

或は武家町人を分たす諸国運漕之諸物尋常之兌銭に

減し御積廻等に相成候得は自然皇国之形勢海上之難

易に熟練も可然時として北邊魯西亜之地境を巡察し

或は朝鮮之地広東香港之辺呂宋瓜哇等諸島をも探索

巡行し我より交易之道を開き候得は御償之道も相立

富国之御一端にも相成可申と奉存候」９９とし、幕

府の保有艦船を魯西亜、朝鮮、広東、香港、呂宋、

瓜哇方面へ回航させ、活発に交易を開いていく海軍

運用構想を提案している。 

公武合体論を後押ししていた松平慶永も、「越前

家一定の論と申は是迄幕吏航海の説とは大に異り彼

五ケ国と立並で同く大軍艦数千艘調へ環海出散重々

台場を設け此方より盛に航海し皇国有用の品を彼に

与へす不用を以て有用に換へ或は亜米利加の器物を

英国え持超し仏蘭西の産物を以魯西亜に持渡り彼等

に一入抜出で交易するに至るときは自然に海内富強

の国に至るへし」１００とし、長州等によって提起さ

れていた攘夷論に否定的な反応を示しながら、海軍

建設を通じた航海交易策を提起している。勝海舟と

密接であった佐久間象山も、この時期に至って幕府

の保有艦船を用いて清国等と交易を開き、それから

得られる利益を海防関係費用に充てることを建言し

ている１０１。 

 

以上のように幕府や諸藩の政治勢力は新しく作り

出された海軍の運用について、唯の輸送手段ではな

く、海外への貿易手段や西欧の脅威から安全を守る

軍事的手段、すなわち対外政策上の目的を達成する

軍事的手段として考えていた。もちろん幕府と諸藩

との政治的対立が深まるにつれ、幕府も諸藩も共に

海軍を国内の内戦的状況に備えるための軍事的手段

として考えた側面もあった。例えば幕藩割拠政局の

なかで幕府の内部では、その海軍建設の戦略的方針

として「海軍大権」の統合構想と「一大公有之海

局」の構想が互いに対立してきた。また諸藩も王政

復古の際、武力的手段として海軍の運用方案を論じ
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ていた。ともかく増強され始めた海軍は幕府と諸藩

に対内・対外的政治目的を達成する主な軍事的手段

として位置づけられたのである。それでは増強され

た海軍が、実際に幕末期の日本で政治的にはどのよ

うに運用されたのかについて、幕府海軍の事例を中

心に検討を加えることにしたい。 

 

（２）領土・領海の確定と海軍：沿岸測量と

小笠原島開拓 

 

安政年間以来の幕府は、西欧海軍による日本沿海

測量活動に敏感に反応しつつ、測量術の習得や沿岸

測量活動の実施に格別な関心を注いできた。それゆ

え、幕府は長崎でのオランダ伝習を通してオランダ

海軍教官団から測量に関する基礎的な技術を習得し、

伝習後には長崎港と横浜港等を対象として実際の測

量図を作成させている。 

遣米使節団滞留の際にも勝海舟や小野友五郎等の

幕府海軍関係者らは、アメリカ海軍の諸活動の中で

も沿岸測量活動に注目していた。そうした幕府に万

延元年(１８６０)８月２９日、イギリス公使オール

コックは老中安藤信睦との対話で、「日本海ハ暗礁

等多分有之、危難之場所不少候間、測量致、右危難

之場所へハ印ニても建置候様仕度」１０２と述べ、長

崎から神奈川まで、そして箱館から神奈川までの日

本沿岸測量を建議した。オールコックの建議を受け

た幕閣は、外国奉行･勘定奉行･外国掛大小目付等に

これに関する評議を命じており、彼らはそれに答え

る各々の評議書を呈出している。 

外国奉行らは、長崎-神奈川間の船舶運行が増え

ているのでイギリス公使の提案した海岸測量の必要

性に同感を示しながらも、「御国近海を外国人共測

量いたし、分間絵図取建、彼方之もの周廻之要害険

易を熟知いたし、卻而此方おいて一向ニ弁へ不申候

而は、西洋各国に之聞へは勿論、事理おいて何分不

都合之義ニ而己ニ無之、御不要害之次第ニ有之」

１０３とし、外国人に自国近海を測量させることの不

適切さを訴えている。こうした見方は勘定奉行や外

国掛大小目付も同様であった。勘定奉行らは他の評

議書で、「尤測量之儀、先達而長崎ニ而教師蘭人よ

り伝習受候ものも有之、其余天文方ニは兼而習熟之

ものも可有之候間、打混測量被仰渡候はば御差支有

之間敷哉と奉存候」１０４とし、幕府の技術で沿岸測

量は可能であると指摘しながら、幕府自らが沿岸測

量を成し遂げてその結果をイギリスなどに提供すれ

ば、何も外交的な問題が起こらないとする展望を明

らかにしている。結論として彼らは、「此度御軍艦

奉行に内海測量御用被仰付、近日右御用取掛り候趣

ニ付、右を手初メ致し、引続御国周廻測量可致旨被

仰渡、尤諸家領海之分は、其家々ニおいても航海乗

筋･隠洲･暗礁等巨細ニ測量いたし、分間絵図早々可

差出旨被仰達、御軍艦方ニ而引合せ得と取調」１０５

とし、軍艦奉行に内海測量を指示して測量図を作成

してもらうことを訴えている。こうした評議に基づ

いて幕府海軍は、遣米使節団の帰国後に江戸湾を始

め、小笠原諸島と大阪湾など主要日本沿岸に対する

測量活動をより拡大している。 

 

万延元年(１８６０)の末から文久元年(１８６１)

４月にかけて、軍艦操練所の教授方小野友五郎は、

教授方手伝の荒井郁之助と上原七郎、稽古人の宮永

扇三、甲賀源吾、豊田港らと共に君沢型に乗船して

江戸湾の内海を測量し、文久元年(１８６１)４月に

「江戸湾実測図」を作成している。これは江戸湾の

可航水路を確定すると同時に、その地域を防禦する

目的によるものであった１０６。文久元年(１８６１)

末から文久２年(１８６２)にかけて、外国奉行及び

軍艦奉行関係者らが咸臨丸と朝陽丸を動員して小笠

原諸島の開拓に踏み出した時、共に派遣された小野

友五郎と豊田港等は小笠原諸島の父島を、塚本桓輔

と松岡盤吉らは母島の測量を実施して「小笠原島総

図」を残している１０７。文久２年(１８６２)６月１

８日には海軍所の一等士官福岡久右衛門を初め、二

等士官塚原銀八郎、渡邊信太郎、三等士官長田清蔵

及び宮永扇三等を派遣して、尾張、伊勢、志摩など

３個地域の海浜を実測させた。彼らの測量結果は慶

応元年１２月に製作された海図に盛り込まれて外国

公使らに回覧され、船舶航行の利便に提供された

１０８。 
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このように安政年間に引き続き、万延～文久年間

にも幕府海軍は、対象海域を拡大しながら沿岸測量

活動を活発に行なった。幕府海軍の士官と艦船が主

軸となって行われた沿岸測量活動は、領土と領海に

対する主権概念の自覚と結び付いているようにみえ

る。すなわち、沿海に対する測量活動を通して海軍

が守らなければならない国土の範囲、並びに主権の

範囲に対する認識が芽生え始めたのである。 

沿海に対する測量活動が引き起こした領土及び領

海への自覚は、蝦夷や小笠原島のようにそれまでま

だ日本領土に編入されていなかった島々に対する開

拓や主権確認の試みにつながっているように考えら

れる。幕府及び諸藩が増強した海軍は、そうした開

拓や主権確認のためにも、その存在意義があったの

である。 

蝦夷のような未開拓地を海軍の運用を通して開拓

すべきだと主張する議論は、既に安政２年(１８５

５)の徳川斉昭によって打ち出されていた。同年２

月、徳川斉昭は老中宛の建議書で「北地開拓」を主

張した奉行堀利煕の政策建議を高く評価し、「北地

御開拓ニ付而ハ、第一必用ハ大船に可有之候、西洋

諸国にて属国等を引立候者、皆船之徳と存候間、大

船御製造にて人を渡し、米穀等をも渡し、其返りに

は蝦夷之産物積来候様相成候ハバ、金銀銅鉄迄も無

之、差当り沢山の材木伐出し、御府内に持来候計に

而も、莫大の利ニ相成」とし、大船、すなわち海軍

を積極的に運用して蝦夷地を開拓すべきことを訴え

ている１０９。徳川斉昭の蝦夷開拓論は、結局、明治

時代にまで棚上げされているが、海軍運用を通した

領土開拓の発想は、文久年間になってから小笠原島

の開拓によみがえっている。 

 

小笠原諸島は、江戸時代に信濃国城主・小笠原貞

頼によって発見されたが、その後幕府や諸藩によっ

て事実上放置された地域であった１１０。この小笠原

諸島に１８１９年頃からイギリス人及びアメリカ人

らが住み始め、ペリー艦隊の来航時にはその石炭貯

蔵所として利用されたことはよく知られていた。そ

の結果、欧羅巴で発行された地図に小笠原諸島がイ

ギリス領として表記されていることを知るにつれ、

幕府は遠洋航行が可能になった海軍を動員して、小

笠原諸島に対する主権を確認し、それを開拓する政

策に踏み出したのである。小笠原諸島開拓と海軍の

運用を結びつける議論は、嘉永６年(１８５３)８月、

山形藩士塩谷甲蔵による幕府への上書にその起源を

みることができる。大船建造の議論が幕府内外で提

起されていた嘉永６年(１８５３)８月に、塩谷は幕

府への上書で、大船建造がもたらす利益の一つとし

て小笠原島開拓を挙げていたのである１１１。しかし

小笠原への接近が現実的に可能になったのは、幕府

に蒸気船の渡海手段が備えられてからである。そこ

で安政６年(１８５９)１２月、幕府は遣米使節団へ

の別船仕立を決定し、その任務の一つとして「亜墨

利加国往返之内、風様次第、無人嶋之模様地勢等、

傍観致置候様可被致候事」１１２とし、小笠原諸島へ

の寄港と現地の情勢観察を指示したが、航行の便宜

上、咸臨丸はその任務を果たせなかった。 

 

文久元年(１８６１)９月１９日、幕府は再び外国

奉行水野筑後守と大目付服部帰一らに小笠原諸島派

遣とその開拓を指示した。これに従い１０月に軍艦

奉行木村摂津守は、軍艦咸臨丸の動員と軍艦頭取小

野友五郎、軍艦組鈴木録之助、近藤熊吉、塚本桓輔、

杉浦金次郎、松岡盤吉、柴弘吉、高橋栄司、軍艦組

出役浅羽甲次郎、喰代和三郎、軍艦操練所稽古人豊

田港、西川倍太郎ら、軍艦組からの派遣員を人選し

ている１１３。彼らの多くはオランダ海軍伝習及び遣

米使節団への派遣経験をもつ幕府海軍のいわゆる精

鋭海軍士官であった。水野筑後守と服部帰一は、文

久元年１１月に安藤対馬守に呈出した上申書を通じ

て、「小笠原島之義は当節外国人共許多移住罷在

候･･････御国之兵威を輝し彼等寒心破胆感服仕候様

無之ては相成間敷候間御軍艦へは大砲其外御武器類

充分御備相成候様仕度且又同島着岸之節祝砲連発い

たし候様仕度･･････小笠原島之義は御国版図中とは

乍申既に外国人とも移住罷在候義に候得は暴肆頑愚

之外国人共震醒威赫之一端とも相成可申哉奉存候」

１１４とし、既に小笠原島に移住していた外国人に

「祝砲延発」するなど「御国之兵威」を示し、小笠

原が「御国版図中」、すなわち日本の領土であるこ
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とを確認させる目的を明らかにしている。水野筑後

守らは、領土の確認という外交目的を達成するため、

海軍艦船の軍事的威力を最大限に利用したのである。

こうした幕府海軍の政治的目的は完全に達成された。

文久元年(１８６１)１２月から文久２年(１８６２)

３月まで、外国奉行及び軍艦組の役人らが咸臨丸に

乗船して小笠原諸島に航行し、現地居住の英米人ら

に小笠原諸島の主権が日本に属していることを闡明

し、諸島の地理や経済状態に関する取り調べを行な

って帰還している１１５。彼らが帰港してから文久２

年(１８６２)３月に提出した報告書によると、幕府

側は現地居住の外国人に小笠原が「御国属地」であ

ることを伝え、「開拓取調」の結果、小笠原諸島が

「海中は鯨魚多分にて･･････鉱石多く銅錫等可有之

と被相察･･････父島港湾内は浦賀下田港よりは一倍

之広さ有之大船碇泊差支無之場所に候間食料石炭等

兼て御積廻し相成渡来之外国船へ売渡し将前書鯨猟

船砿業をも相開き砂糖相製し木材切出し候はば土地

之潤沢は勿論一廉之御益にも可相成と被存候」１１６

とみて、その経済的潜在性を開発する価値を打ち出

している。 

小笠原諸島に派遣された役人らの補給品供給のた

めに、文久２年(１８６２)１月から４月にかけ、千

秋丸が鈴藤勇次郎の指揮下で派遣されており１１７、

文久２年(１８６２)２月から４月まで朝陽丸が矢田

堀景蔵の指揮下で小笠原諸島へ派遣されている１１８。

更に文久２年(１８６２)６月１８日から８月１５日

までは、再び軍艦頭取伴鉄太郎の指揮下に運用担当

軍艦組の根津欽次郎、石渡栄次郎、吉田八右衛門、

測量担当軍艦組の小笠原賢蔵、西川寸四郎、上原七

郎、機関担当軍艦組の岡田井蔵、高橋栄司、小杉雅

之進、砲術担当軍艦組の関川伴次郎らが幕府軍艦朝

陽丸に乗船して１１９、八丈島に居住する住民を小笠

原島に移住させ、名実共に小笠原諸島に対する主権

を確立している。このように小笠原諸島の実情に関

する調査と住民移住が実現されることを待って、幕

府は文久２年(１８６２)６月から１０月にかけて、

イギリス、アメリカ、フランス、オランダ、ロシア、

プロシャ、ポルトガルの領事らに小笠原諸島が日本

の領土に回収されたことを通告し、そこで定められ

た入出港規則や住民居住の規則を知らせて協調を求

めている１２０。文久２年(１８６２)閏８月の軍制会

議で軍制御用掛から報告された海軍大軍備計画でも、

小笠原諸島を「六備」艦隊の一つであった「東海

備」艦隊の管轄範囲に抱合させ、その領有権を軍事

的に後押しした。このように幕府は長崎伝習以来、

育成してきた海軍関係の人力と艦船を総動員して小

笠原諸島の領有権問題を確定した。勝海舟は自分が

直接関与しなかった小笠原島開拓を論じながら、

「今や政府軍艦を派し開拓に従事し以て我か藩□を

固ふし僅に外人の拠有する所とならさりしは頗る美

挙と称すへしと雖も其事決して偶然に非す。此時我

に稍海舶の設けあるに由さらんや。是亦我邦の鋭意

海軍を振起せさる可らさるの一例証とするに足るへ

し」１２１と述べている。これは実に幕府の海軍が領

土及び領海を確定し、それらを防禦する軍事的手段

として成長していたことを表明したといえよう。 

 

（３）対外政策への海軍運用：対外交易と 

対朝鮮政策の場合 

 

大船建造論者らは、建設された海軍が対外貿易の

開拓にも活用できると考えてきた。特に安政年間に

対外通商が開始される直前に、阿部正弘や堀田正睦

など幕閣の首脳部は対外通商の手段として海軍の有

用性に注目してきており、外国奉行水野筑後守も支

那と朝鮮間の貿易開始に海軍艦船を運用することを

打ち出してきた。幕府のみならず薩摩藩と佐賀藩な

ど諸藩の海軍も艦船を用いた藩際間交易の構想を持

っており、安政年間以降、実際に藩際間 交易が盛

んに行われてきた。 

ところが海軍艦船が国内交易を超え、対外貿易に

従事したのは万延年間以後である。文久元年(１８

６１)正月、箱館奉行所は幕府に露領への調査報告

と出貿易を建議しており、その翌月に認められてい

る１２２。そして４月２１日に奉行所管轄の亀田丸に

武田斐三郎らが乗り組んで黒竜江方面のニコラエフ

スクに渡航して貨物交易を行ったり、海陸の地理や

風俗などを調査したりしている。箱館奉行所は文久

２年にも奉行所管轄の健順丸を動員して香港とバタ
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ビヤ方面への出貿易を試みている。 

 

文久２年(１８６２)４月から同年７月まで幕臣並

びに諸藩士らを乗組した幕府の艦船千歳丸が上海に

派遣されて清国と貿易の可能性を打診している。千

歳丸には幕臣として御勘定の根立助七郎、調役並沼

津半六郎、支配勘定金子兵吉、御徒目付鍋田三郎右

衛門、英学関係の中山右門太らが、藩士としては佐

賀藩の中牟田倉之助、長州藩の高杉晋作、薩摩藩の

五代友厚などが乗船しており、品物として石炭２５

万斤、人参５千斤、煎海鼠、干藻、昆布等を積載し

ていた１２３。幕臣と藩士らが共に乗船していたこと

から千歳丸の上海航行は、幕藩連合の海軍建設の流

れが維持されていた時期の雰囲気を象徴した事件で

あったように見える。ところが千歳丸の上海航行に

臨む幕府と諸藩の意図は必ずしも一致していたとは

いい難い。幕府側の乗船人員らが主に会計及び貿易

担当の役人であり、積載された産品も交易用のもの

が大部分であったことを念頭に置けば、幕府が千歳

丸を派遣した一次的な目的は清国との交易開拓にあ

ったと考えられる。しかしその一方、同乗した佐賀、

長州、薩摩の中牟田倉之助、高杉晋作、五代友厚ら

の藩士が藩内では主に海軍関連の職務に携わってい

た人物であったことを考えると、諸藩では清国との

交易より、むしろ海外情勢の視察と海軍を含む諸藩

の軍事力強化を主眼としていたと考えられる。しか

も中牟田倉之助や高杉晋作、そして五代友厚らが上

海で西欧の蒸気船や小銃、アルムストロング砲など

の購入に関心を見せ、また海図や書籍等を購入して

いたことをみると１２４、諸藩が千歳丸の上海航行に

藩士らを派遣したことは清国での軍備調査や将来的

な軍備拡張に備えるための目的があったと考えられ

る。 

千歳丸による上海渡航以降にも幕府は、上海貿易

を続けている。文久３年(１８６３)１０月、幕府は

健順丸の上海派遣を決定しており、同艦は同年１１

月に品川を出航し、兵庫を経て元治元年(１８６４)

２月に上海に到着している。そこで積載した海産物

を販売し、その代わりに砂糖・綿・水銀などを購入

して品川へ帰航している１２５。諸藩の管轄艦船が対

外貿易に従事している事例は差し当たり見当たらな

いが、幕府海軍は１８５８年以降に本格的に開始さ

れていた対外貿易を担う手段としても運用されてい

たのである。 

 

幕府の海軍は対外政策の遂行を支える軍事的手段

としても活用され始めた。その事例としては朝鮮に

対する幕府の政策推進を通して検討することができ

るだろう。江戸時代の幕府は朝鮮に対して、琉球と

同様、「通信」の関係を結んできた。１６０７年以

降に朝鮮からの通信使は、１１回にわたって日本を

訪れており、１８１１年以降に対馬に対朝鮮関係が

委ねられた後にも安政年間までは、両国の間で通信

の関係が続けられた。こうした両国間の通信関係は、

文禄-慶長の役以来、両国の間で共通的に認められ

た信義と平和の必要性に基づいたもので、近代西欧

国際秩序で現れていたような国家間力の均衡と対立

関係からもたらされたものではなかったのである。

しかし文久年間以降、幕府と諸藩の側から徐々に朝

鮮との関係を見直そうとする動きが出始めていた。

幕府と対馬藩の間で対朝鮮関係の見直しが唱えられ

ており、そのなかで海軍動員論が積極的に論じられ

始めたのである。以下では先行研究の成果を用いて

その経緯を探っていくことにする。 

 

文久２年(１８６２)と文久３年(１８６３)、対馬

藩士大島友之允らは、長州の攘夷派桂小五郎らと共

に幕府宛の建議書で対馬藩に対する軍事支援と朝鮮

に対する軍事行動の実施を促していた。対馬藩士ら

は対馬島のみならず朝鮮が西欧列強の戦略的角逐の

対象になっていることを指摘し、対馬藩の防衛の為

に軍艦を貸与してくれることと、更に朝鮮国に対す

る軍事援助あるいは軍事的進出の必要性を訴えてい

たのである１２６。特に大島友之允は、元治元年(１

８６４)１１月２６日に目付向山栄五郎に宛てた建

白書の中で、朝鮮との交易拡充及び「我国人員」の

派遣拡大を通した「両国交際之規則を改」する必要

性を主張しながら、そのためには「神州之武威勇気

を示す」方策が必要であることを訴えていた１２７。

そして彼は具体的な方策として「①将亦御用ニ付て
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は追々御軍艦彼地へ往来可仕ニ付、其節ニは近海に

おいて海軍之操煉被命、或ハ大に演武場を開き、三

兵陸戦之駆引、撃剣刺戟之習学、日夜不相怠、砲声

槍剣之響遠近に相轟、皇国義勇尚武之気象、②韓人

親敷致見分、一言之下闔国忽蹂躪之禍を蒙可申哉と

大に恐懼を抱き、常に其胆を寒からしめ候様御仕向

被成度奉存候り」１２８とし、①幕府の保有していた

海軍の威力を見せ付けることによって、②朝鮮を外

交的に動かす方策を提案していたのである。大島友

之允のこうした構想からは、もはや伝統的な通信関

係に立脚した対朝鮮観はなくなり、むしろ軍事力の

優位とその誇示によって自国の利益と目的を達成し

ようとする現実主義的な国際関係への認識が芽生え

ていたのである。 

 

ところで対馬藩からの建議に対して幕閣も同一の

対応を見せていた。文久３年(１８６３)５月２６日、

老中板倉勝静は宗対馬守宛の通達を通して、「外夷

朝鮮国へ渡来屋宇を設候聞も在之候所、同国之儀者、

年来之御信義も有之候間、援助として出張、外夷根

拠之策を破り、時宜ニ寄り以兵威服従可為致之所」

１２９と述べ、対馬藩の建議に従い、朝鮮での外夷排

斥や朝鮮からの服従を導くために「兵威」に依存す

ることを指示している。更に同年の６月３日、老中

板倉勝静は後続指示を通して対馬藩に軍艦昌光丸を

貸与することと、軍艦奉行勝海舟にして軍艦を動員

させ、朝鮮近海へ巡航して事情を探索することを命

じていたのである１３０。しかし結局のところ、幕閣

のこうした政策構想は、元治元年に行われた長州征

討や割拠政局の展開によってしばらくの間、棚上げ

される運びとなったが、朝鮮との交易関係の拡大や

朝鮮への影響力拡大という目的を達成するため、既

に遠洋航行能力が立証された幕府の近代的な海軍が

用いられることとなったのは注目に値する。文久～

元治年間を通して増強された幕府の海軍力は、外交

目的の達成手段という新しい使い道が模索され始め

たのである。 

幕府は慶応２年(１８６６)以降にも朝鮮との関係

再設定のために海軍を動員しようとする試みを見せ

ている。同年の朝鮮ではフランス艦隊との戦闘(丙

寅洋擾)及びアメリカ商船の焼却事件（シャーマン

号事件）が起きた。このニュースに接した幕府は慶

応３年(１８６７)始めに、「朝鮮国、近時仏蘭西と

争戦の事起り、復貴国無辜の商船を残害せしと聞く、

同国は、素我接攘旧交の国にて、如此無義の挙をな

し、我同盟親交の国民を惨害すると聞て、我大君深

く痛歎に堪へず、且隣誼に於て、忠告善導せざるを

得ざるの理あり、此度、彼国王に国書を投じ、平山

図書頭、古賀謹一郎に命じて、彼国に使せしめ、委

曲暁解せしめんとす、而して、彼旧愆を悔悟して我

に頼み和を講ずるに至らば、貴国旌旗を回し、旧怨

を棄て、相友善するの道を開かんことを希望す、右

等の情状、貴国政府へ深く周旋を頼入候」１３１とす

る認識の下で、外国奉行平山図書頭及び目付古賀謹

一郎で構成される幕府の使節団を朝鮮に派遣して朝

鮮と西洋各国間の紛争調停に臨もうとした。 

 

ところで外国奉行平山図書頭は、慶応３年(１８

６７)２月２５日に老中板倉勝静に提出した朝鮮出

張への伺書で、「対州表御用被仰付候ニ付、彼地江

罷越候上、事体ニ寄朝鮮王城迄江も罷越、夫々引合

仕候ニ付而者信義御武威共ニ兼備仕候様御仕向ニ無

之て者、御旨意柄模通兼候儀も可有之哉ニ奉存候間、

大砲其外御備付有之候厳重之御軍艦拝借被仰付、且

兵隊二大隊附属被仰付候様仕度、尤其段陸軍奉行・

海軍奉行江被仰渡被下候様仕度」１３２とし、やはり

朝鮮へ「信義御武威」を示すために「大砲其外御備

付有之候厳重之御軍艦」及び２個大隊の兵力引率を

求めたのである。こうした試みも、結局の処、王政

復古による日本国内情勢の激変によって実施には至

らなかった。それにも関わらず、長州再征以降、幕

府が大幅に増強されていたその海軍力を朝鮮との新

しい外交関係樹立に活用しようとした点は、海軍力

の対外政策への手段化が相当検討ないし進展してい

たことを物語っている１３３。このように幕府は、増

強された海軍力を対外政策上での目的、すなわち交

易の拡大や地域秩序での影響力の拡大等のための軍

事的手段として活用し始めた。こうした新しい対外

政策のパタンが、王政復古及び明治国家の登場以降、

より本格的に現れていることはいうまでもないだろ
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う。 

こうした対外政策上での行動様態は、東アジアで

の伝統的な国家間秩序、すなわち冊封と朝貢を主要

規範としてきた華夷秩序下での国家間関係の行為パ

タンを考えるとき、極めて例外的な性質を持つもの

であると言わざるを得ない。バリー・ジルス(Barry 

Gills)が説明しているように、東アジアの伝統的な

秩序は、主権の同等性を前提としたウェストファリ

ア的なものではなく、暴力を過小評価し、「徳」の

役割を強調する特徴を帯びていた１３４。しかし海軍

革命の成果を獲得し始めた幕府は、対外目的を達成

するための政策手段の一つとしてその海軍力を積極

的に活用しようとする構えを整えていたのである。 

 

海軍力の対外政策への手段化は、東アジア海洋に

おける幕府が持つ海軍力の相対的な優位に基づいて

いたことに注目する必要があるだろう。１８６０年

代の日本は、蒸気艦船を一隻も保有しなかった朝鮮

に対してはもちろん、ようやく１８６０年代から近

代的な海軍建設に乗り出していた清国に対しても相

当の優位に立っていたと考えられる。ロバート・ギ

ルピン(Robert Gilpin)は彼の体制変化に関する研

究で、軍事・経済・技術的能力で構成される一国家

の権力が、国際体制の内部で差別的に成長していく

場合、体制内での権力の根本的な再分配が招来され

ると言及し、その権力の再分配が国際体制を均衡状

態から不均衡状態へ転換させる要因になっているこ

とを指摘している１３５。こうした意味で１８６０年

代の東アジア地域秩序は、海軍建設に象徴される国

力の尺度から眺めると、伝統国家間に権力の差別的

な成長が顕在化されていた時期であったと言えるだ

ろう。東アジア地域での伝統的華夷秩序は、海軍革

命に象徴される西欧軍事体制の受容を通して近代的

国家へと変容を遂げつつあった日本の権力成長を媒

介として、体制を構成するアクター相互間に新しい

行為パタンを求める体制変化の過程に転換し始めた

のである 

 

 

 

終わりに 

 

本研究は近代日本海軍建設の起源を検討し、それ

が日本の近代化にどのように関わってきたのかを調

べる目的を持って進めてきた。まず海軍に関する先

行研究ではあまり注目されなかった幕末期の海軍建

設の実態を正当に評価しようとする試みから、明治

初期の軍務官や兵部省の文書を集めた『公文類纂』

資料を中心として、幕末期の幕府と諸藩が取得した

艦船増強の状況を明らかにした。この作業を通じて

先行研究で定説として受け止められた勝海舟の「船

譜」を補充すると共に、その艦船も西欧で進行して

いた「蒸気革命」の影響を受けて、徐々に木造帆船

から鉄製蒸気船へ変化し、艦船によってはそれに装

着された備砲も増えていったことを確認した。 

 

幕末期の海軍建設過程は、艦船の軍事的性能を向

上させるだけではなくて、その建設に伴う関連効果

を通して幕藩体制の教育・官僚・財政・産業構造に

も影響していた。海軍建設の過程は、それに求めら

れる海軍士官の養成の必要性から幕末期の教育制度

や官僚制度の近代化をもたらした。同時に海軍革命

の過程は、幕府と諸藩に財政の膨張をもたらしてお

り、幕府と諸藩は財源調達のために様々な政策を実

施しなければならなかった。このような財源調達及

び海軍建設の必要性と絡み合って、造船産業・兵器

産業・農林業そして石炭産業などが芽生えたのであ

る。要するに幕末期の幕府と諸藩には、近代的な海

軍体制の建設のために人的・物的資源の調達が求め

られ、その必要性から教育制度や官僚制度、財政構

造、産業の発達がもたらされたのである。 

 

更に取得された艦船に課せられた役割を検討する

と、もちろん沿岸を航行する国内輸送の任務も重要

なことではあったが、艦船の航行能力が高まるにつ

れ、日本沿岸の測量や小笠原諸島の開拓、ひいては

中国や朝鮮との通商や外交的な目的を達成するため

の軍事的運用などが図られていたことが確認された。

幕末期に幕府と諸藩が競って増強した艦船は、単な

る「輸送部隊」ではなく、「海軍の誕生」を意味し
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ているものであったと考えざるを得ないのである。

海軍という新しい軍事的手段の出現は、幕藩体制の

近代国家への変容を促し、更に朝鮮や清国など、他

の東アジア諸国の間で権力の差別的成長を招来し、

これが東アジアの体制変化に転じる転換点になった

のである。 

 

ジェフリ･パーカー(Geoffrey Parker)などによっ

て体系化された軍事史学は、１５世紀以後にヨーロ

ッパで展開された軍事部門の変化を「軍事革命」と

名づけながら、「軍事革命」の様相が西欧での近代

国家形成はもちろん、ひいてはヨーロッパの世界膨

張に作用した影響に関心を注いできた
１３６

。西欧の

研究者らは非西欧世界での「軍事革命」現象につい

ては余り触れていないが、以上の考察から明らかに

なったように、近代的海軍体制が建設され始めてか

ら現れた幕末期の諸変化は、「海軍革命」と呼ばれ

るに相応しい現象ではなかったろうか。幕末期に踏

み出された海軍建設過程は、近代国家への変容を促

した、東アジアにおける「海軍革命」の起源的な様

相を見せていたといえよう。 
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来には薩摩藩が活発に仲介役割を果たしているのが目を引く。 

１３）例えば、安政元年に薩摩藩で建造された昌平丸が翌年に幕府へ献納されており、安政２年に薩摩藩で建造された鳳

瑞丸と大元丸が安政３年に幕府へ献納されている。また越前藩が文久３年に購入した黒竜丸が元治元年に、小倉藩

が慶応元年に購入した飛竜丸が慶応３年に各々幕府に献納されている。 

１４）文久３年の長州洋夷戦争の際には長州の庚申丸・壬戌丸が、薩英戦争の際には薩摩の天祐丸・白鳳丸・青鷹丸が沈

没また焼失している。戊辰戦争の時にも幕府側の美加保・長崎丸二番、薩摩の翔鳳丸、肥前の甲子丸、久留米の雄

飛丸が交戦の末、焼失している。その他幕府の鳳瑞丸(安政３年)、鳳翔丸(万延元年)、昌光丸(文久３年)、恊鄰丸

(文久３年)、長崎丸一番(元治元年)、長崎丸(元治元年)、大元丸(元治元年)、咸臨丸(慶応元年)、鶴港丸(慶応元

年)、先登丸(慶応元年)、 神速丸(明治元年)、大江丸(明治元年)、翔鶴丸(明治元年)、そして薩摩の永平丸(文久

３年)、大極丸(明治元年)、松山藩の弘済丸(慶応２年)、筑前の日下丸(文久２年)、南部藩の広運丸(慶応２年)、

安芸藩の万年丸(慶応４年)、加賀藩の啓明丸(慶応２年)、李百里丸(明治元年)、大洲藩の伊呂波丸(慶応３年)等が

風浪などの原因によって破船されている。   

１５）小林正彬は、安政６年を境に諸藩が「造船主義」から「買船主義」に転換しており、幕府は千代田形の建造から見

られるように「造船主義」に本腰を入れたと説明している。小林正彬「幕藩営造船業の展開：日本造船業の形成

一」『経済系』第７０集（１９６６年１月）、１６頁。同『近代日本経済史:西欧化の系譜』(世界書院、１９８３

年)、２７頁も参照。しかしこの表２から見れば、幕府も基本的には「買船主義」の立場であったと考えられる。 

１６）これを諸藩別に検討すると、薩摩藩が２６隻で諸藩の中では最大の艦船を獲得しており、肥前(佐賀)が１０隻、土

佐が１１隻、長州が８隻、加賀が９隻、久留米が７隻、筑前と肥後が各々５隻、宇和島・越前(福井)・安芸が各４

隻、松山・姫路・紀州が３隻、阿波・津・仙台・出雲・南部が２隻、田原藩・大野・和歌山・弘前・荘内・尾州・

福山・小倉・豊浦藩・大洲・津軽・淡路・秋田・立花・柳河藩などが１隻を獲得している。 

１７）こうした見解は、梅村又次・山本有造「概説：１８６０－８５年」、梅村又次・山本有造『日本経済史三：開港と

維新』（岩波書店、１９８９年）、１８頁、David C. Evans and Mark R. Peattie, Kaigun:strategy, 

tactics, and technology in the Imperial Japanese Navy, 1887-1941 (Annapolis: Naval Institute Press, 

1997),p.5.などを参照。原剛は幕末期の諸藩が保有した艦船が「海軍というところまで成長していなくて、輸送部

隊というべきものであった」と語っている。原剛『幕末海防史の研究:全国的にみた日本の海防態勢』(名著出版、
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１９８８年)、３５頁。当時獲得された艦船が主に中古艦船であったとする見解は、日本造船学会『日本造船技術

百年史』(日本造船学会、１９９７年)、２３、３５頁を参照。 

１８）宮地正人によると、イギリス海軍は１８７３年を期して排水量トンの測定方法を標準化しており、それ以前までは

容積トンを使用してきたという。宮地正人「船の社会史:帆船,蒸気船そして大砲」『歴史評論』４１３号 (１９８

４年９月)、５４頁。しかし幕末期の艦船排水量の測定がどのような方法でなされてきたのかについては艦船ごと

に明確ではない。 

１９）小山弘健『日本軍事功業の史的分析』(お茶の水書房、１９７２年)、２３－３２頁を参照。 

２０) ここで「鉄材」というのは、完全な「鉄船」ではなく、甲板に鉄をかぶった「鉄甲船」を意味する。 

２１)「慶応元年２月、軍艦奉行―＞老中 軍艦附運送船順序」倉沢剛「軍艦操練所（海軍所）の教育史の研究１：直轄

学校政策」（吉川弘文館、１９８３年）、４７０頁から再引用。 

２２）文久年間の幕府の保有した海軍実態を輸送部隊と評価している見方については三谷博「徳川将軍家の再軍備計画：

文久軍制改革」『明治維新とナショナリズム』（山川出版社、１９９７年）、２３２頁。 

２３）久留米藩は元治元年２月、薩摩の木村宗之丞、水夫頭上床仲之丞らを招聘して海軍教育を受けており、同年８月に

は佐賀の中牟田倉之助から航行教育を受けていた。『薩藩海軍史』 (中)、８０３頁。中村孝也『中牟田倉之助

伝』(杏林舎、１９２０年)、３１１頁。『佐賀藩海軍史』(１９１８年)、２０９－２１０頁。 

２４) 回天艦に関して荒井郁之助は、「回天に備へたる大砲は左右に英国製四十斤砲五挺つつ、銅製十五サンチメート

ル、ホーワ井ツスル一挺つつ前面に五十斤長加農一挺を備ふ」と説明している。荒井郁之助「回天丸」『旧幕府』

第３巻第３号 (明治３２年３月)、６頁。 

２５）開陽丸は第一甲板で六斥砲十二門、二十四斥砲を前後各一門、第二甲板でカノン二十斥砲十二門など、合計二十六

門を装着していた。赤松範一編注『赤松則良半生談:幕末オランダ留学の記録』(平凡社、１９７７年)、１７３

頁。 

２６）荒井郁之助「回天丸」『旧幕府』第３巻第３号 (１８９９年３月)、７頁。 

２７) 赤松範一編『赤松則良半生談：オランダ留学の記録』(東洋文庫、１９７７年)、１９４頁。篠原宏も開陽丸が幕府

第一の新鋭軍艦であったのみならず、当時の東洋でも優秀な軍艦であったと指摘している。篠原宏 『海軍建設史:

イギリス軍事顧問団の影』(リガロポ-ト、１９８６年)、１２４頁。 

２８)李光麟「『海国図志』ノ韓国伝来トソノ 影響」『韓国開化史研究』(一潮閣、１９６９年、１９９９年)。崔炳（金

玉）『開化期ノ軍事政策研究』(弘益大学校史学科博士学位論文, １９８７年)。金世恩「大院君執権期軍事制度ノ

整備」『韓国史論』２３号 (１９９０年)。以上は全部、韓国語の文献である。 

２９）当時、江南製造総局で建造された蒸気船は恵吉(Hui-ku、１８６８年進水、排水量六百トン、備砲九門)、操江

(Tsao-chiang、１８６９年建造、６４０トン、備砲八門)、測海(Tse-hai、１８６９年進水、６００トン)等であ

り、福建船政で建造された艦船は万年清(１８６９年進水、１３７０トン、備砲六門)、い云(１８６９年進水、５

１５トン、備砲三門)等であった。購入された艦船はTsao-chiang(１８６５年購入、９５０トン、砲艦)、Mei-

yun(１８６９年購入、５７８トン、砲艦)であった。以上は海軍司令部編集部編集『近代中国海軍』(北京:海潮出

版社、１９９４年)、１２１―１３８頁、Stanley Spector, Li Hung-Chang and the Huai Army:A Study in 

Nineteenth-Century Chinese Regionalism (Seattle:University of Washington Press, 1964)pp.174,193. Chia-

chien Wang, "Li Hung-chang and the Peiyang Navy", Samuel C.Chu & Kwang-Ching Liu, Li Hung-chang and 

China`s Early Modernization (New York:An East Gate Book,1994)などを参照。その他Barton C. Hacker,"The 

Weapons of the West: Military Technology and Modernization in Nineteenth Century China & Japan", 

Technology & Culture, vol.18, no.1 (Jan., 1977)をも参照。 

３０) 幕末期軍事官僚の形成という観点から、こうした問題を提起している先駆け的な研究としては亀掛川博正「幕末に

おける軍事官僚の形成」『軍事史学』第６巻第２号 (１９７０年)、３７頁を参照されたい。 
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３１) 以下オランダ教官団による長崎海軍伝習に関しては勝海舟『海軍歴史』５６－８５頁、倉沢剛「幕末の海軍伝習」

『幕末教育史の研究２：諸術伝習政策』（吉川弘文館、１９８４年）、１７７－２１７頁、藤井哲博『長崎海軍伝

習所：１９世紀東西文化の接点』（中公新書、１９９１年）などを参照されたい。諸藩のオランダ海軍伝習参加に

関しては『佐賀藩海軍史』(１９１８年)、６０－９１頁、『薩藩海軍史（上）』、９４２－９４５頁、『防長回天

史（上巻）』、１９２－１９７頁、小川亜弥子「長崎直伝習生と海軍創設」『幕末期長州藩洋学史の研究』（思文

閣出版、１９９８年）、１３７-１４２頁などを参照。 

３２) 秀島成忠 編『佐賀藩海軍史』(１９１８年)、１８４頁。 

３３) 幕府の軍艦教授所に関しては勝海舟『海軍歴史』８２－８４頁、倉沢剛「軍艦操練所(海軍所)の創設」『幕末教育

史の研究二:直轄学校政策』(吉川弘文館、１９８３年)、４５７－４６９頁、藤井哲博 『咸臨丸航海長小野友五郎

の生涯』(中公新書、１９８５年)、４６頁などを参照。 

３４) 佐賀藩の海軍学寮に関しては秀島成忠編『佐賀藩海軍史』(１９１８年)、１６９、１７１頁、中村孝也『中牟田倉

之助伝』(杏林舎、１９２０年)、１４９－１５３頁などを参照。 

３５）長州藩の海軍教育については末松謙澄『修訂 防長回天史』上巻(１９１９年：柏書房、１９６７年)、５００－５

０４頁、小川亜弥子「長崎直伝習生と海軍創設」『幕末期長州藩洋学史の研究』(思文閣出版、１９９８年)、熊谷

光久「毛利家海軍士官の養成」『軍事史学』第３５巻第１号 (１９９９年)などを参照。 

３６）神戸海軍操練所については『海軍歴史』、３４０－３４５頁。 

３７）『薩藩海軍史（中）』、８０６－８１１頁。 

３８) 土佐藩の軍艦局に関しては江頭恒治「高知藩に於ける幕末の新政策」日本経済史研究所編『幕末経済史研究』

（有斐閣、１９３５年）、１１４－１１８頁を参照。 

３９) 『薩藩海軍史（中）』、８０３頁。『佐賀藩海軍史』、２１０頁。 

４０）『薩藩海軍史（中）』、８０６頁。 

４１）咸臨丸の太平洋横断に関しては、主に勝海舟『海軍歴史』、１２０－１７６頁を参照。 

４２）文久２年に派遣された幕府のオランダ留学については赤松範一編注『赤松則良半生談：幕末オランダ留学の記録』

(平凡社、１９７７年)、１１４－２０５頁。史料「沢太郎左衛門氏の日記」『旧幕府』第７号 (明治３０年１０月

２０日)などを参照。 

４３）長州藩に関しては犬塚孝明「慶応期薩長両藩における海外留学生派遣政策:第二次英米留学生を中心に」『明治維

新対外関係史研究』(吉川弘文館、１９８７年)、１４７頁を、薩摩藩に関しては、『薩藩海軍史』(中) (原書房、

１９２６年、１９６８年)、８９０－９６７頁を各々参照。 

４４）幕府や諸藩が獲得した艦船にどの程度の海軍士官が乗り組んでいたのかを見せる史料は、今の処、見当たらない。

ただ幕府の場合、例えば観光丸に乗り組む水夫・火焚の人員が総７６人、翔鶴丸に７０人、蟠竜丸に３９人、黒竜

丸が６５人、千代田形が３５人、咸臨丸が７６人、朝陽丸が６７人、大江丸が６０人、順動丸が６５人、太平丸が

８０人、神速丸が３５人、富士山艦が百７４人、開陽丸が３４５人、奇捷丸が８０人、長鯨丸が９８人、回天丸が

１３５人、竜翔丸に１８人の水夫・火焚が乗り組んでいたから、彼らを指揮する士官要員らもこれに相応して要求

されたと思われる。各艦船に所要された水夫・火焚については、「費額及雑項之上」 勝海舟『海軍歴史』、４８

４－４８８頁。 

４５)「文書番号六、安政四年五月長崎奉行荒尾石見守上申書―＞老中 西洋諸国の官命階級等和蘭甲比丹へ問議件」

『大日本古文書：幕末外国関係文書之十六』（東京帝国大学、１９２３年）、４８－６１頁。 

４６）『薩藩海軍史（上）』、９３９頁。 

４７）軍艦組の新設によって出役が正規役職体系である本役に改正されたという指摘については、三谷博「人材登用と

『家』の変化：徳川将軍家の場合」『明治維新とナショナリズム』(山川出版社、１９９７年)、２９６頁。 

４８）文久２年の海軍軍制変革の試案に関しては、『海軍歴史』、２５３－２６１頁を参照。 
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４９）慶応年間における幕府の海軍官制変化については『海軍歴史』、２８５－２９６、３０１－３０５頁。高橋茂夫

「徳川家海軍の職制」『海事史研究』第３･４合併号（日本海事史学会、１９６５年４月）、４５頁。 

５０）亀掛川博正「幕末における軍事官僚の形成」『軍事史学』第六巻第二号(１９７０年)、４５頁。 

５１）慶応２年１０月、小栗上野介・木村兵庫頭「海軍役役階級歳俸等之義に付申上候書付」(壮士抜擢の建白)『海軍歴

史』、２８５頁。勝海舟も既に同じ立場を見せていた。例えば元治元年５月、彼は将軍 家茂に神戸海軍操練所の

設置構想を明らかにしつつ、「船舶の如きは大藩既に購贖する者数隻有り其人の如きは其器に応し総督たる可く士

官たる可し絶えて門地に拘泥せす」といい、海軍建設において「門地に拘泥」せずに才能による人材抜擢の重要性

を強調している。『海軍歴史』、３４３頁。 

５２)大山敷太郎は幕末期の軍備が「異常たる大膨張」を見せたと指摘している。大山敷太郎「幕末の軍費調達」日本経

済史研究所編『幕末維新』(竜吟社、１９４２年)、３２－３６頁。大口勇次郎もペリー提督の来航以来、海防関連

の軍事費比重が増大されていき、特に文久３年と元治元年には将軍の上洛や長州征伐などによって莫大な財政支出

がもたらされ、崩壊前夜のような財政状態を見せていたと記している。大口勇次郎「文久期の幕府財政」、近代日

本研究会『年報近代日本研究三:幕末維新の日本』(山川出版社、１９８１年)、５９頁。 

５３）大山敷太郎『幕末財政金融史論』(ミネルヴァ書房、１９６９年)、５３頁。森田武も嘉永六年以降に海防費の支出

が増加して金方で赤字をもたらしており、この趨勢が文久３年にもつながっていると述べている。森田武「幕末期

における幕府の財政・経済政策と幕藩関係」『歴史学研究』第４３０号(１９７６年３月)、２０－２４頁。大野瑞

男も嘉永６年から内海台長、大船建造、大筒鋳立などの海防関連歳出が急激に膨張していることを言及している。

大野瑞男『江戸幕府財政史論』(吉川弘文館、１９９６年)、５７頁。 

５４）安政２年に戸田でロシア士官らの技術指導により建造されたスクーネル船の建造費用は、三千百両であった。「文

書番号八五、三月下田取締掛勘定奉行(川路左衛門・水野筑後守)伺案->老中、スクーネル船打建入用の件」『大日

本古文書:幕末外国関係文書之十』、２１１頁。安政６年箱館奉行所で建造された亀田丸の製造には、九四五七両

がかかっている。「文書番号九八、十一月二日 箱館奉行上申書->老中、船製造費用下附の件」『大日本古文書:幕

末外国関係文書之二十九』、２０９－２１１頁。 

５５）オランダ海軍伝習が始まる前、幕府は四万両を伝習費用として策定していたようである。ただこの金額が伝習期間

全体を対象としているかは確実ではない。「安政二年六月、長崎奉行荒尾石見守伺->老中、和蘭船取計方の件」

『大日本古文書:幕末外国関係文書之十二』、４８頁。実際オランダの一次伝習が実施されるにつれ、地役人手

当・水夫火夫焚給料・玉薬類・日用雑用・船取繕反帆縫立綱類綯方雛形製作などの伝習費用として１個月平均とし

て２４０両が、そしてオランダ海軍伝習団２２人の１個年間給料として 銀２１０貫目が所要されているのが確認

される。『海軍歴史』、７６頁、『佐賀藩海軍史』(１９１８年)、１１９頁。 

５６）文久元年に竣工された長崎製鉄所の建設には佐賀藩から献納された機械代金を除いた建設費だけで４万３３４７両

がかかっていた。「文書番号一一八、三月長崎奉行岡部駿河守伺書->老中 製鉄所に於諸器物製作之義に付近領新

銅山取扱振見込之趣奉伺候書付」『大日本古文書：幕末外国関係文書之三十八』（１９８０年）、３０６頁。 

５７）万延元年に派遣された遣米使節の正使一行は用意金として金六万両を請求して洋銀と引き換えている。正使一行は

この金額の中で６万５６９ドルを返却している。「文書番号一一六、安政六年十二月八日 遣米使節(新見豊前守・

村垣淡路守)伺書->老中脇坂中務大輔 米国へ差遣に関する用意金の件」「文書番号一九一、十二月二十七日 遣米

使節(新見豊前守・村垣淡路守)上申書->老中(脇坂中務大輔) 米国差遣について用意金受取方の件」『大日本古文

書:幕末外国関係文書之三十一』(東京大学出版会、１９６１年)、３４７－３４９、３９８－３９９頁。「文書番

号七一、十二月二十六日 元米国差遣の外国奉行并目付上申書->老中 遣米費用残金返納の件」『大日本古文書:幕

末外国関係文書之四十六』、２８９－２９３頁。一方、咸臨丸に乗り組んだ軍艦奉行木村摂津守は出発の前、洋銀

八万枚を用意金として請求してその中で７万９６１枚を返納している。「文書番号一一六、十二月 軍艦奉行木村
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摂津守上申書->老中 咸臨丸米国派遣費用残金の件」『大日本古文書:幕末外国関係文書之四十六』、４９６－５０

０頁。文倉平次郎『幕末軍艦咸臨丸』(巌松堂、１９３８年)、２７７－２７９頁。 

５８）幕府財政の一般的な構造については森田武「幕末期における幕府の財政・経済政策と幕藩関係」『歴史学研究』４

３０号(１９７６年)、大口勇次郎「文久期の幕府財政」近代日本研究会『年報近代日本研究3:幕末維新の日本』

(山川出版社、１９８１年)を参照。 

５９）文久２年に派遣されたオランダ留学生へはその留学費用として２万６千弗が一時払として与えられていた。赤松範

一編注『赤松則良半生談:幕末オランダ留学の記録』(平凡社、１９７７年)、１３０－１３１頁。文久３年に設置

が決定された神戸海軍操練所の運営費としては年３千両が交付されている。海軍歴史保存会編『日本海軍史』(１

９９６年)、２７頁。その他、慶応元年以来、毎年６０万ドルを投入する見通しで建設され始めた横須賀製鉄所の

所要費用も概ね海軍関連財政の範囲として考えられる。ただ「御船々御修復器械御買上等之義は於製鉄所取計当然

之義に付右は同所（製鉄所）入用に相立候積」としていることから、製鉄所建設に関しては「製鉄所入用」という

別の枠から支出されていたと見られる。慶応３年１２月小栗上野介・織田和泉守・小野友五郎・佐藤清五郎「海軍

御定金之儀に付評議仕申上候書付」「費額及雑項之下」 勝海舟『海軍歴史』、５０４頁。 

６０）大口勇次郎、前掲論文、３３、４９頁。 

６１）こうした観点と結びつけて山本有造の研究が有益な参考になる。山本は文久３年の幕府海軍関係費に関して幕府勘

定帳に現れる船舶製造費４万両、軍艦・船舶購入費７６万両、その他海軍入用及び運用費３０万余両をあわせた金

額で推算しているのである。山本有造『両から円へ:幕末・明治前期貨幣問題研究』(ミネルヴァ書房、１９９４

年)、７頁。 

６２）大口勇次郎、前掲論文、４０－４１頁。 

６３）明治期以後の一般会計の歳出総額と軍事費比重に関しては山田朗『軍備拡張の近代史』(吉川弘文館、１９９７

年)、１１頁の「表２.日本の軍事費(１８６８年－１９４５年)」を参照。これによると明治元年から明治１５年代

までの明治政府は一般会計の歳出総額に対比して１４－１９％の軍事費支出構造を見せていたが、１８８２年の壬

午事変以後日清戦争直前までは２３－３０％の比率に増大している。 

６４）既に安政５年の時点で、佐賀藩は保有中であった艦船３隻の修復費用として毎年５千両を計上していた。安政５年

５月６日、「御側吟味書」、秀島成忠編『佐賀藩海軍史』、１５２－５３頁。その他、佐賀藩の軍事財政に関して

は、木原溥行「文久・慶応期佐賀藩の富国強兵」『幕末期佐賀藩の藩政史研究』(九州大学出版会、１９９７年)を

参照。薩摩藩も慶応２年の時点で保有中の蒸気船５隻の修理費用として年間１万３千両を策定していた。『薩藩海

軍史』(中)、８４１頁。 

６５）横井小楠「論著海軍問答書」(元治元年３月)、松浦玲編『佐久間象山・横井小楠:日本の名著三十』(中央公論社、

１９９５年)、４３５－３８頁。 

６６）財政史に関する先行研究らは、幕末期の幕府が財政不足に直面して様々な軍備調達の政策を取っていたと指摘し、

その事例として①租税の増徴、②御用金及び上納金の課徴、③借款導入、④兵賦及び兵賦金の課徴、⑤貨幣改鋳、

⑥貿易振興による関税徴収、⑦殖産興業、⑧内国流通の直接的掌握などを挙げていた。大山敷太郎「幕末の軍費調

達」日本経済史研究所編『幕末維新』(竜吟社、１９４２年)、３７－４４頁。 

６７）Thomas Smith, "The introduction of western industry to Japan during the last years of the Tokugawa 

period", Harvard Journal of Asiatic Studies , vol.11, no.1&2 (June, 1948), p.146. Thomas C.Smith, 

Political Change and Industrial Development in Japan:Government Enterprise, 1868-1880 

(Stanford:Stanford University Press, 1955),p.9. 小山弘健『日本軍事工業の史的分析』(お茶の水書房、１９

７２年)、３７－３８頁。井上洋一郎『日本近代造船業の展開』(ミネルヴァ書房、１９９０年)、１０頁などを参

照。 
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６８）この時期の造船業が、造船技術の発達段階に沿って木工業、機械工業、船渠など三つの部門を必要としたとする指

摘については、鈴木淳『明治の機械工業：その生成と展開』（ミネルヴァ書房、１９９６年）、４９頁等を参照。 

６９）Thomas Smith, "The introduction of western industry to Japan during the last years of the Tokugawa 

period", Harvard Journal of Asiatic Studies , vol.11, no.1&2 (June, 1948), pp.147-148。小林正彬「幕藩

営造船業の展開：日本造船業の形成１」『経済系』第７０集（１９６６年１月）、１３頁。原平三「徳川幕府の造

船業」(維新史料編纂局)雄山閣編輯局 『日本海軍史』(雄山閣 １９３４年)、２１２－２１５頁。 

７０ ） Thomas Smith, op.cit., p.148。  Seiho Arima, "The Western Influence on Japanese Military Science, 

Shipbuilding, and Navigation", Monumenta Nipponica , Vol. XIX, No.3-4 (1964). p.336。堀江保蔵「山口藩

に於ける洋式工業」日本経済史研究所編『幕末経済史研究』（有斐閣、１９３５年）、１４２－１４３頁。江頭恒

治「高知藩に於ける幕末の新政策」同書、１１２－１１４頁。 

７１）海軍有終会編『近世帝国海軍史要』(１９３８年)、１２頁、Seiho Arima, Ibid , pp.370-371、小林正彬「幕藩営

造船業の展開：日本造船業の形成１」『経済系』第７０集（１９６６年１月）、２０－２２頁、日本造船学会 

『日本造船技術百年史』(日本造船学会、１９９７年)、３５頁などを参照。 

７２）原平三「徳川幕府の造船業」維新史料編纂局『日本海軍史』（雄山閣、１９３４年）、２２１－２２頁。Thomas 

Smith, op.cit., pp.142-144. 

７３）Thomas Smith, Ibid., pp.145-146. 海軍有終会編『近世帝国海軍史要』(１９３８年)、１４－１５頁。 小林正彬

「幕藩営造船業の展開：日本造船業の形成１」『経済系』第７０集（１９６６年１月）、２３－２５頁。 

７４）こうした評価を下している最近の研究としては井上洋一郎『日本近代造船業の展開』(ミネルヴァ書房、１９９０

年)、１７－１９頁。 

７５）石川島播磨重工業株式会社『石川島播磨重工業社史』(１９９３年)。鈴木淳『明治の機械工業：その生成と展開』

（ミネルヴァ書房、１９９６年）、３６頁。 

７６）小山弘健は前者の段階を「独立兵器手工業段階」として、後者を「本格的マニュファクチュア形態の段階」として

位置づけている。小山弘健『日本軍事工業の史的分析』（お茶の水書房、１９７２年）、２０－３３頁。 

７７）藤原彰『軍事史』（東洋経済新報社、１９６１年）、６頁。小山弘健、前掲書、３５頁。鈴木淳「洋式兵器製造技

術の導入と普及」前掲書、８－９頁。 

７８）Thomas Smith, op.cit., pp.137-138. 小山弘健、前掲書、二八、三五頁。鈴木淳、前掲論文、７－８頁。木原溥

行「文久・慶応期佐賀藩の富国強兵」『幕末期佐賀藩の藩政史研究』(九州大学出版会、１９９７年)、４４２頁。 

７９）『陸軍歴史』（上）、１３７頁。 

８０）薩摩藩・水戸藩・江川方での大砲鋳造拡散過程に関しては、Thomas Smith, op.cit., pp.138-141. 小林正彬「近

代工業の形成:幕藩営工業の継続と断絶において」『歴史教育』第十四巻第一号(１９６６年１月)、４７頁などを

参照。 

８１）初期石炭産業の様子については久保山雄三『日本石炭鉱業発達史』(公論社、１９４７年)、１３－１８頁と日本学

士院編『明治前日本鉱業技術発達史:新訂版』(臨川書店、１９８２年)、３３５－３８頁を参照。 

８２）三池炭鉱では安政２年から大斜坑の建設が着手され４年間の作業の末、その完成を見ている。高島炭鉱でも慶応３

年に洋式採炭法が施行されている。以上開港以降、九州地域の石炭鉱山に現れた変化に関しては久保山雄三、前掲

書、１９頁。日本学士院編、前掲書、３４４頁。安政元年８月２１日、オランダのスムビング号の艦長は島原湾沿

岸にある柳川の石炭を試用している。ドンケル・クルチウス『幕末出島未公開文書:覚え書』フォス美弥子編訳(新

人物往来社、１９９２年)、９８頁。 

８３）試掘の結果、炭質が良好ではなかったので、本格的な採掘までは至らなかったようである。『薩藩海軍史』

(上) 、５９８頁。 
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８４）木原薄行「文久・慶応期佐賀藩の富国強兵」『幕末期佐賀藩の藩政史研究』（九州大学出版会、１９９７年）、４

１９－４２６頁。 

８５）小川亜弥子「長崎直伝習生と海軍創設」『幕末期長州藩洋学史の研究』（思文閣出版、１９９８年）、１４７頁。 

８６）慶応３年１０月２０日海軍奉行並・軍艦奉行・軍艦頭建白「海軍御定金之儀取調申上候書付」、「費額及雑項之

上」 『海軍歴史』、４９２－４９５頁。 

８７）艦船別にみると、乾行丸２万５千斤、小蝶丸５千斤、平運丸４万斤、豊瑞丸３万５千斤、翔鳳丸３万斤、安行丸２

万５千斤などであった。『薩藩海軍史』(中)、８４２－８４３頁。 

８８）「元治元年２月７日 勝海舟->閣老水野和泉守建白」、 『海軍歴史』、３４２頁。 

８９）木原薄行、前掲論文、４２５－２６頁。 

９０）「文書番号七四、九月長崎奉行書翰―＞勘定奉行 製茶伝習所貸渡の件」『大日本古文書：幕末外国関係文書之四

十二』（１９８９年）、２７５－７６頁。 
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国関係文書之八』、３頁。 

９２）『薩藩海軍史（上）』、８２１頁。 

９３）『海軍歴史』、４１１－４１３頁。 

９４）梅村又次・山本有造「概説：一八六〇－八五年」、梅村又次・山本有造『日本経済史三：開港と維新』（岩波書

店、１９８９年）、１８頁。 

９５）「安政四年 備中守下附->評定所一座･海防掛･長崎奉行･下田奉行･箱館奉行」、『海軍歴史』、７７頁。堀田正睦

は、「賢聖の君」による「万国の撫育教化」あるいは「全世界の統一」を究極的に到来する世界のイメージとして
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衛すれば、此方よりも同く軍艦を遣し、都て彼と頡頏待対牛角の勢を張り、彼の風土虚実を審に察し」と述べ、 
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所一座」『大日本古文書：幕末外国関係文書之十八』、４８５－４９６頁も参照。 

９６）「文書番号一五一、八月二十九日 外国立合役々外国奉行并軍艦奉行 水野筑後守(水野忠徳)上申書->老中 御国商

船外国へ被遣候儀ニ付再応申上候書付」『大日本古文書：幕末外国関係文書之二十六』、２８６頁。 

９７）「文書番号七四、一月二十四日 島津斉彬上書->老中 米国総領事応接の件」『大日本古文書：幕末外国関係文書之

十九』、１５６頁。 

９８）『海舟全集』第９巻、１７－１８頁。小林克己「明治初期における大陸外交：初期征韓論をめぐる木戸と岩倉」

『歴史評論』１０７号(１９５９年７月)、７３頁から再引用。同論文の７４頁には、「海軍を皇張し営所を兵庫対

馬に設け其一を朝鮮に置き終に支那に及ばし三国合従連衡して西洋諸国に抗すべし」という勝の主張も紹介されて

いる。同一の論旨は勝海舟『海軍歴史』の「解説」も参考。Key-Hiuk Kim, The Last Phase of the East Asian 

World Order: Korea, Japan, and the Chinese Empire, 1860-1882 （Berkeley:  University of California 

Press, 1980),pp.95-96. この時期、勝海舟と老中板倉勝静の間で議論されていた朝鮮政策の背景については、木

村直也「幕末期の幕府の朝鮮政策」田中健夫編『前近代の日本と東アジア』（吉川弘文館、１９９５年）、５０２

－５０５頁。 

９９）文久２年５月松平阿波守(阿州侯)建白」、勝安芳『開国起源』(下)（原書房、１９６八年復刻）、３７８頁。 

１００）「(文久３年)越前藩(松平春嶽)所存書」、勝安芳『開国起源』(下)、４３３頁。 
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１０１）佐久間象山「時政に関する幕府宛上書」(文久２年９月)、佐藤昌介･植手通有･山口宗之『日本思想大系五五：渡

邊華山･高野長英･佐久間象山･横井小楠･橋本左内』(岩波書店、１９７１年)、３１９－３２０頁。 

１０２）「文書番号二、九月一日 老中書取->外国奉行等 英国による日本海岸測量の件」『大日本古文書：幕末外国関係

文書之四十二』（東京大学出版会、１９８９年）、４頁。 

１０３）「外国奉行水野筑後守評議書」、前掲文書、６頁。 

１０４）「勘定所・勘定奉行同吟味役評議」、前掲文書、９頁。 

１０５）「外国奉行水野筑後守評議書」、前掲文書、７頁。 

１０６）勝海舟『海軍歴史』、３３３－３３４頁。沢太郎左衛門「幕府軍艦開陽丸の終始」『旧幕府』第２号 (明治３０

年５月１０日)、３４－３５頁。藤井哲博『咸臨丸航海長小野友五郎の生涯』(中公新書、１９８５年)、５８－５

９頁。 

１０７）藤井哲博『咸臨丸航海長小野友五郎の生涯』(中公新書、１９８５年)、７７－７８頁。鈴木純子「日本の近代地

図測量前史とオランダ」『江戸時代の日本とオランダ：日蘭交流四百年記念シンポジウム』(２０００年１０月２

１日―２３日)。 

１０８）勝海舟『海軍歴史』(原書房 復刻、１９６６年)、３２２－３２３頁。 

１０９）「文書番号九三、三月二十九日水戸前中納言（徳川斉昭）－＞老中 蝦夷地経営の件」『大日本古文書：幕末外

国関係文書之十』（１９１８年）、２３３頁。 

１１０）その経緯に関しては、文倉平次郎『幕末軍艦咸臨丸』(巌松堂、１９３８年)、２９１－２９７頁、或は安岡昭男 

「幕末の小笠原諸島をめぐる国際関係」日本国際政治学会編『日本外交史研究:幕末維新時代』(有斐閣、１９６０

年)を参照。 

１１１）「文書番号一〇二、嘉永六年八月 山形藩士塩谷甲蔵->幕府 海防に関する上書」『大日本古文書：幕末外国関係

文書之二』(東京帝国大学、１９１０年)、３７３－３７９頁。 

１１２）「文書番号一九二、十二月二十七日老中達書->米国差遣の軍艦奉行木村摂津守 無人島見分の件」『大日本古文

書:幕末外国関係文書之三十二』（東京大学出版会、１９６２年）、４００頁。 

１１３）『海軍歴史』、１７７－１７８頁。 

１１４）文久元年１１月 水野筑後守･服部帰一->安藤対馬守、伊豆国附島々其外え被差遣候御軍艦之義に付奉伺候書

付」、『海軍歴史』、１７８頁。 

１１５）『海軍歴史』、１７８－１９４頁。 田邊太一『幕末外交談』(東京大学出版会復刻、１９７６年）、１９２－１

９５頁。文倉平次郎、前掲書、３０１－３１６頁。 

１１６）文久２年３月 水野筑後守･服部帰一「小笠原島々巡見御開拓取調候趣申上候書付」『海軍歴史』、１８３頁。 

１１７）千秋丸に乗船した幕府の海軍関係役人は鈴藤勇次郎の他、荒井郁之助(測量方)、力石太郎(運用方)、甲賀源吾(測

量方)、杉島廉之助(軍艦操練所稽古人)、柴田隼太郎(軍艦取調役組頭)、下山逢吉(軍艦取調役下役)等である。文

倉平次郎、前掲書、３００頁。 

１１８）『海軍歴史』、２４１－２４２頁。 

１１９）その中で長崎伝習への参加者は、伴鉄太郎を初め、根津欽次郎、岡田井蔵、関川伴次郎等であり、咸臨丸遣米使

節団の参加者は、伴鉄太郎、根津欽次郎、岡田井蔵等であった。その他、勘定方加藤安太郎、望月七平、医師安井

春潮、外国方田中廉太郎、杉田晋助、金坂貴之助、監察方富永一造、原又吉、江川方手代上村井善平、川崎俊平、

八丈島年寄作次郎など総９２名が乗組していた。勝海舟『海軍歴史』、２４３－２４６頁。 

１２０）『海軍歴史』、２４８－２４９頁。藤井哲博『咸臨丸航海長小野友五郎の生涯』(中公新書、１９８５年)、８０

－８１頁。 

１２１）『海軍歴史』、２５１頁。 

１２２）以下、出貿易の展開に関しては山口和雄『幕末貿易史』(中央公論社、１９４３年)、３３８－３３９頁を参照。 
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１２３）中村孝也『中牟田倉之助伝』(杏林舎、１９２０年)、２０４－２２１頁。篠原宏『海軍創設史：イギリス軍事顧

問団の影』 (リブロポ-ト、１９８６年)、８２頁。 

１２４）中村孝也『中牟田倉之助伝』(杏林舎、１９２０年)、２２６－２５６頁。 

１２５）山口和雄、前掲書、３３８－３３９頁。 

１２６）こうした主張は文久３年５月１２日、対馬藩が幕府に呈した願書で集約的に現れている。木村直也「元治元年大

島友之允の朝鮮進出建白書について（上）」『史学』第５７巻第４号（慶応義塾大学三田史学会、１９８７年）、

１１４頁。沈箕載『幕末維新日朝外交史の研究』（臨川書店、１９９７年）、１９頁。 

１２７）以下、大島の建白書に関しては、木村直也、前掲論文、１２０－１２５頁。 

１２８）木村直也、前掲論文、１２３頁から再引用。 

１２９）沈箕載、前掲書、２１頁から再引用。 

１３０）上野隆生「幕末・維新期の朝鮮政策と対馬藩」近代日本研究会『年報近代日本研究七:日本外交の危機認識』(山

川出版社、１９８五年)、４９頁。木村直也「幕末期の幕府の朝鮮政策」田中健夫編『前近代の日本と東アジア』

(吉川弘文館、１９９５年)、５０４－５０５頁。 

１３１）慶応３年初、幕府がアメリカ公使に宛てた書簡。田邊太一『幕末外交談』５１５頁から再引用。 

１３２）沈箕載、前掲書、４７頁から再引用。 

１３３）木村直也は、慶応３年の幕府使節が朝鮮まで直接に行こうとした点、幕府が西洋国際社会の立場に立って朝鮮を

善導しようとした点、使節団が兵力引率を希望していた点、更に中央政府である幕府が直接に朝鮮との関係に介入

しようとして点から、こうした政策が幕府の対朝鮮政策で転換点をなしていたと指摘している。木村直也「幕末期

の幕府の朝鮮政策」田中健夫編『前近代の日本と東アジア』(吉川弘文館、１９９５年)、５０７頁。 

１３４）Barry Gills, "The Hegemonic Transition in East Asia: A Historical Perspective" Stephen Gill,ed., 

Gramsci, Historical Materialism and International Relations   (Cambridge: Cambridge University Press, 

1993), pp.195-196. 

１３５）Robert Gilpin, War and Change in World Politics (Cambridge:Cambridge University Press, 1981), pp.13-

14.  

１３６ ） Geoffrey Parker, The Military Revolution: Military Innovation and the Rise of the West, 1500-

1800(Cambridge: Cambridge University Press, 1988). 
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